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Ⅰ 国民に対して提供するサ－ビスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

  

１．学校教育関係職員に対する研修 

【年度計画】 

（１）実施する研修の基本的な内容 

中期計画に基づき、チーム学校の推進、初等中等教育段階からのグローバル化、アクティ

ブ・ラーニングの推進等の新たな課題に対応した教育が学校現場で効果的に実践されるよ

う、研修事業の再構築を図ることとし、別紙１のとおり各研修を実施する。 

また、各研修以外に国の教育政策上、緊急に実施する必要性が生じた研修については、関

係行政機関からの要請又は委託等により実施する。 

なお、『第４次男女共同参画基本計画』（平成 27 年 12 月 25 日閣議決定）を踏まえ、主催す

る研修における女性教職員の割合を 25％以上とすることを目標としつつ、特に女性教職員の

割合が低い下記の研修については、過去の実績等を勘案した上で、女性教職員の割合につい

ての目標値を個々に設定する。平成 30 年度においては、主催する研修のうち６割の研修で目

標を達成する。 

（目標値 20％以上） 

・教職員等中央研修のうち校長研修、副校長・教頭等研修 

・学校組織マネジメント指導者養成研修  

・カリキュラム・マネジメント指導者養成研修          

・体力向上マネジメント指導者養成研修 

・キャリア教育指導者養成研修 

（目標値 10％以上） 

・生徒指導指導者養成研修 

・いじめの問題に関する指導者養成研修 

・学校安全指導者養成研修 

・学校教育の情報化指導者養成研修 

 

【研修事業の実施体制の確立と研修の改善】 

独立行政法人教職員支援機構（以下「機構」という。）では、教職員に対する総合的な支援を行う 

全国的な中核拠点としての機能強化を図るため、つくば中央研修センターを設置し、研修業務を一元

化した。それにより、研修を高度化するための実施体制を確立し、以下の改善を進めた。 

① 研修の実施体制の確立 

  つくばと東京事務所に分けて、研修を企画・運営していた体制を、平成 30年度からは、研修業

務をつくば中央研修センターに一元化し、学校経営研修と指導者養成研修の一体的企画・運営を

行うことで、特に指導者養成研修において、指導者として学校、地域の研修を企画、運営する能

力をさらに高めるなど内容の改善が図られた。加えて、研修の企画・実践・評価・改善に関して、

研修運営に従事した経験を豊富に持ち、府県から推薦された学校教職員（研修プロデューサー）、

学校経営について研究業績を有し、その知見をもとに研修の改善に貢献することが期待されるポ

スドククラスの若手研究員（研修特別研究員）、研修運営の連続性を担保し、今後の研修運営の

中心として活躍が期待されるプロパー職員（アシスタント研修プロデューサー）が協働して行う

体制とした。研修事業の全体像や個々の研修の運営の在り方を共有し、研修実施後に明確となっ

た課題を今後の研修運営に生かすことを目的として、研修プロデュース室会議を行った。なお、

研修プロデュース会議は月２回の定例で、職員の資質能力向上を図る機会となっている。 

② 研修成果の把握方法の改善 

  これまで研修成果の活用の把握について、研修受講後 1 年以内の研修講師（たとえば都道府県
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レベルの研修）の活動についてアンケート調査を行ってきた。今年度より、学校経営研修におい

て、研修成果を具体的に把握し、それを踏まえ研修の改善につなげるため、どのような目標、方

法で研修成果を活用し、その結果、どのような改善が図られたか記載する研修活用レポートを受

講者が提出するようにした。その書式を後述３－①－（ウ）の NITS大賞のものと共通とし、好事

例については機構のウェブページにアップして、自身の成果を全国に発信できるよう工夫した。 

③ 育成指標の実質化に向けた研究セミナーの開催 

  都道府県・指定都市が作成した育成指標とそれに基づく教員研修の高度化・体系化を実現する

ため、指導主事等の専門性開発並びに教職大学院と教育委員会の連携強化を目的とした「研修企

画担当職員研究セミナー（10 月）」及び「教職大学院教職員研究セミナー（2 月）」を新設し、実

施した。 

④ 教職大学院との連携による研修機会の拡大と地域センターの設置 

つくばで実施してきた学校組織マネジメント指導者養成研修をもとに、連携協定を結ぶ３教職

大学院と新たな研修を共同で開発・実施し、研修機会を拡大した。また、連携協定を締結した教

職大学院の中から、教員研修の高度化、体系化、組織化の実現に寄与する４大学に地域センター

を設置するとともに、つくば中央研修センターと地域センターの連携を円滑に行うため、「研修

・地域センター支援室」を次年度から設置することとした。 

⑤ 研究成果を踏まえた研修の改善 

  次世代教育推進センターで実施している「育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関

する調査研究プロジェクト」で進められた教員育成指標の分析から、全国の育成指標に共通する

領域が抽出された。その領域と学校経営研修の研修内容を分析し、職階ごとの研修の到達目標を

整理するとともに、それに対応する研修の体系化を行い、次年度以降の研修の改善の視点を検討

した。 

   

【研修事業の実施実績】      

機構では、中期計画及び年度計画に基づき、平成３０年度に実施すべきとされた以下の区分による

２３研修について、全て実施し、年間の受講者数は、約８，１００人であった。 

研 修 事 業 の 区 分 研修数 定員 受講者数 

① 各地域で学校教育において中心的な役割を担う校

長、副校長・教頭、中堅教員及び事務職員等に対

する学校経営力の育成を目的とする研修 

１研修 

（＊５研修）  
１，７００人 １，８９９人 

② 各学校や地域における研修のマネジメントを推進

する指導者の養成等を目的とする研修 
１９研修  ４，７４０人 ５，８７８人 

③ 地方公共団体からの委託等により共益的事業とし

て実施する研修 
３研修  ３７０人 ３０９人 

計 
２３研修 

（＊２７研修）  
６，８１０人 ８，０８６人 

 ＊女性教職員の割合の検証については、職階別に区分し５研修とカウント 

 

  なお、主催する研修における女性教職員の割合については、２７研修のうち、２３研修で各々の設

定する目標値を超え、達成率８５．２％となり、目標を達成した。 

 

【年度計画】 

（２）研修の目標とする成果の指標 

中期計画に定めた、研修の目標とする成果の指標について、研修ごとに以下に掲げる方法

により達成状況を把握するとともに、その達成を図る。 
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【研修の目標とする成果の指標に対する達成状況】 

研修の目標とする成果の指標に対する達成状況は、以下のとおりである。 

 

【年度計画】 

① 演習・協議に最適な人数（20 人程度）による班構成（ユニット）を基本に設定する標準

定員を、別紙１のとおり定め、標準定員に対する参加率が、90％以上となるようにする。

標準定員に対する参加率が 90％を下回った場合には、研修内容・方法の見直し等、必要な

措置を講じる。ただし、地方公共団体からの委託等により共益的事業として実施する研修

（以下「委託研修」という。）を除く。また、「外国語指導助手研修」、「英語教育海外派遣

研修」についてはユニットは設けず、標準定員は「定員」と読み替える。 

 

【受講者の参加率】     

平成３０年度においては、地方公共団体からの委託等により共益的事業として実施する研修（委託

研修）を除き、実施した２０研修すべておいて、計画に定める標準定員の９０％以上の参加者を得

た。 

区  分 平成３０年度  参考：平成２９年度  

実施した研修（成果指標対象の研修） ２０研修 ２０研修 

 うち参加率が９０％以上 ２０研修 ２０研修 

 参加者が９０％以上の研修比率 １００．０％ １００．０％ 

  

【年度計画】 

② 受講者に対して、研修終了後に研修内容・方法、研修環境等についてのアンケート調査等

を実施し、95％以上から「有意義であった」などのプラスの評価を得るほか、80％以上から

「大変有意義であった」の最高評価を得る。プラスの評価とした受講者の割合が 95％を下

回ったり、最高評価とした受講者の割合が 80％を下回ったりした場合には、研修内容・方

法の見直し等、必要な措置を講じる。ただし、「外国語指導助手研修」を除く。 

 

【研修内容・方法、研修環境等についてのアンケート調査（有意義回答率）】  

平成３０年度においては、対象外である外国語指導助手研修以外の全ての研修（２２研修）におい

て、受講者の９５％以上から「有意義であった」などのプラスの評価を得るとともに、２２研修全て

において受講者の８０％以上から「大変有意義であった」の最高評価を得た。 

研   修   名 （２２研修） 
受講者数 
（A） 

回収数 
（B） 

有意義数 
（C） 

有意義率 
（C/B） 

大変 
有意義数 
（D） 

大変 
有意義率 
（D/B） 

１．各地域で学校教育において中心的な役割を担う校
長、副校長・教頭、中堅教員及び事務職員等に対す
る学校経営力の育成を目的とする研修（１研修） 

   
   

 教職員等中央研修 1,899 1,883 1,882 99.9% 1,685 89.5% 

２．各学校や地域における研修のマネジメントを推進す
る指導者の養成等を目的とする研修（１８研修） 

 
 

    

 

① 学校のマネジメントを推進する指導者養成研修       

 
学校組織マネジメント指導者養成研修 369 366 362 98.9% 342 93.4% 

カリキュラム・マネジメント指導者養成研修 244 244 243 99.6% 206 84.4% 

② 生徒指導及び教育相談に対応する指導者養成研修       
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【年度計画】 

  ③ 学校及び教育委員会等から参加する受講者に対して、研修終了後、１年程度の期間内に

研修成果の活用状況（研修企画、研修講師、他校訪問等）についてのアンケート調査等を

実施し、85％以上から「機構での研修成果を効果的に活用できている」などのプラスの評

価を得る。プラスの評価とした受講者の割合が 85％を下回った場合には、研修内容・方法

の見直し等、必要な措置を講じる。ただし、委託研修及び「外国語指導助手研修」を除

く。 

また、学校から参加する受講者に対しては、校内研修等（勤務校において開催する研修

会、随時行われる勉強会及び教職員会議等の定例会議等における発表等）への活用状況に

ついて、別紙１の「１．学校経営研修」については 85％以上から、別紙１の「２．指導者

養成研修」については 60％以上から「機構での研修成果を校内研修等に効果的に活用でき

ている」などのプラスの評価を得る。 

 

【実施研修に係る研修成果の活用状況に関するアンケート調査（成果活用率）】 

平成３０年度計画に基づき実施した研修の受講者に対するアンケート調査は、研修終了後１年程度

経過後の、平成３２年３月に実施する予定。 

平成３０年度は、平成２９年度計画に基づき、平成３１年２月に実施した研修の受講者に対するア

 

生徒指導指導者養成研修 129 126 126 100.0% 119 94.4% 

教育相談指導者養成研修 90 90 90 100.0% 77 85.6% 

いじめの問題に関する指導者養成研修 413 408 404 99.0% 378 92.6% 

③ グローバル化に対応する指導者養成研修       

 

外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修 116 116 115 99.1% 94 81.0% 

小学校における外国語教育指導者養成研修 174 174 172 98.9% 167 96.0% 

英語教育海外派遣研修 20 20 20 100.0% 20 100.0% 

  
    
    
  
    

④ 体力向上及び健康教育上の諸課題に対応する指導

者養成研修 
 

 
    

 

体力向上マネジメント指導者養成研修 114 113 112 99.1% 101 89.4% 

健康教育指導者養成研修 221 221 220 99.5% 198 89.6% 

食育指導者養成研修 143 143 141 98.6% 133 93.0% 

学校安全指導者養成研修 160 160 159 99.4% 144 90.0% 

⑤ 喫緊の教育課題に対応する指導者養成研修       

 

言語活動指導者養成研修 140 140 140 100.0% 124 88.6% 

道徳教育指導者養成研修 1,001 1,000 999 99.9% 843 84.3% 

学校教育の情報化指導者養成研修 125 125 125 100.0% 107 85.6% 

人権教育指導者養成研修 126 126 126 100.0% 107 84.9% 

キャリア教育指導者養成研修 197 197 193 98.0% 173 87.8% 

幼児教育指導者養成研修 107 107 107 100.0% 98 91.6% 

３．地方公共団体からの委託等により共益事業とし
て実施する研修（３研修） 

 
 

    

      

産業・情報技術等指導者養成研修 215 215 211 98.1% 191 88.8% 

産業教育実習助手研修 65 65 64 98.5% 52 80.0% 

産業・理科教育教員派遣研修 29 29 28 96.6% 25 86.2% 
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ンケート調査の結果を分析した。 

  評価については、受講者が研修成果を活用した割合を分析するとともに、その中で特に精力的に取

り組んだ活用例の自由記述を分析した。 

 

【平成２９年度実施研修に係る研修成果の活用状況に関するアンケート調査（成果活用率）】  

平成２９年度計画において、評価対象となる１９研修すべてで目標を達成した。昨年度、回収率が

低く（学校経営研修 87.2％、指導者養成研修 86.9％）研修成果の活用状況の把握について課題があっ

た。今年度はアンケート提出時期を早め、未提出者への提出依頼を年度内に終えるよう回収率を高め

た（学校経営研修 96.4％、指導者養成研修 92.8％）。 

 

平成２９年度実施研修（①全体の成果活用率）                 

研  修  名 
受講者数

（A） 

回収数

（B） 

成果活用者数 

（C） 

成果活用率

(C/B) 

１．学校経営研修（１研修）     

 教職員等中央研修 1,794 1,731 1,713 99.0% 

２．指導者養成研修（１８研修）     

 

学校組織マネジメント指導者養成研修 258 243 241 99.2% 

カリキュラム・マネジメント指導者養成研修 246 229 225 98.3% 

生徒指導指導者養成研修 119 110 110 100.0% 

教育相談指導者養成研修 89 83 81 97.6% 

いじめの問題に関する指導者養成研修 399 372 371 99.7% 

外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修 120 110 105 95.5% 

小学校における外国語教育指導者養成研修 179 164 163 99.4% 

英語教育海外派遣研修 23 22 22 100.0% 

体力向上マネジメント指導者養成研修 174 164 159 97.0% 

健康教育指導者養成研修 245 228 225 98.7% 

食育指導者養成研修 141 134 132 98.5% 

学校安全指導者養成研修 165 156 152 97.4% 

言語活動指導者養成研修 153 143 141 98.6% 

道徳教育指導者養成研修 973 879 860 97.8% 

学校教育の情報化指導者養成研修 119 116 112 96.6% 

人権教育指導者養成研修 135 127 126 99.2% 

キャリア教育指導者養成研修 193 180 171 95.0% 

幼児教育指導者養成研修 109 102 99 97.1% 
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 校内研修等における成果活用状況については、次年度の目標である学校経営研修において８５％以

上、指導者養成研修において６０％以上に対して、評価対象となる１９研修すべてで目標を達成した。 

 

平成２９年度実施研修（②学校からの参加者の校内研修での成果活用率）                 

研  修  名 

学校からの 

受講者数

（A） 

回収数

（B） 

校内研修での成

果活用者数 

（C） 

校内研修での

成果活用率

(C/B) 

１．学校経営研修（１研修）     

 教職員等中央研修 1,613 1,558 1,467 94.2% 

２．指導者養成研修（１９研修）     

 

学校組織マネジメント指導者養成研修 135 128 122 95.3% 

カリキュラム・マネジメント指導者養成研修 120 106 100 94.3% 

生徒指導指導者養成研修 69 61 59 96.7% 

教育相談指導者養成研修 43 37 32 86.5% 

いじめの問題に関する指導者養成研修 209 192 177 92.2% 

外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修 89 81 67 82.7% 

小学校における外国語教育指導者養成研修 93 83 75 90.4% 

英語教育海外派遣研修 23 22 18 81.8% 

体力向上指導者養成研修 92 86 65 75.6% 

健康教育指導者養成研修 198 186 154 82.8% 

食育指導者養成研修 113 108 77 71.3% 

学校安全指導者養成研修 108 101 89 88.1% 

言語活動指導者養成研修 74 68 63 92.6% 

道徳教育指導者養成研修 760 681 616 90.5% 

学校教育の情報化指導者養成研修 66 64 57 89.1% 

人権教育指導者養成研修 60 54 50 92.6% 

キャリア教育指導者養成研修 127 119 101 84.9% 

幼児教育指導者養成研修 50 45 39 86.7% 

 

成果活用の効果的事例に関する自由記述の分析を行った。学校経営研修においては、それぞれの職

階に応じて、学校課題を改善するために、組織の改善事例が報告された。指導者養成研修において

も、都道府県等の研修において、従来の研修内容の改善等の事例が報告された。 

 

■学校経営研修 

【学校組織の改善】 
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・ 重点目標を決める際のプロセスを変更し、教職員や地域・保護者の協働体制を作った。学校課題

の改善に向けて、協働体制が整うものと考えている。（校長研修） 

【校内研修の改善】 

・ 小中連携研修で「地域の目指す子供像」をテーマに、学習指導、生活指導、生徒交流、授業規律

の部会に分かれ KJ法を用い研修を行い共通理解を図った。（副校長・教頭等研修） 

【学校ビジョンの改善】 

・ 学校ビジョンと経営戦略の視点から、自身の学校経営を振り返り、経営の見直しを図った。自校

の強みは「人のつながり」であり、小規模校の利点を生かした縦割り活動やきめ細かな指導を、校

長の戦略として意図的に位置づけ、職員や保護者・地域に働きかけるようにした。学校評価の結果

にも表れた。（校長研修） 

【学校財務マネジメントの改善】 

・ 保護者負担の軽減と学校予算の有効な活用について、学校内のみではなく町内の学校での予算の

使用について話し合いを行い共同で購入することで単価を抑え、押さえた事により保護者の負担と

なっていたものを公費で購入できるように取り組んでいる。（事務職員研修） 

 

■指導者養成研修 

【学校外組織との連携の改善】 

・ 地域と連携したキャリア教育の推進に向け、教育センターが主催で、本市の青年会議所を通し

て、企業家の皆さんと教員が一緒に研修を行い、本市らしいキャリア教育の実践に向けて話合いを

行った。（キャリア教育指導者養成研修） 

【校内研修の改善】 

・ 研修で得た知識・技能を活用するためには、児童生徒の学習と同様に、職員の「動機づけ」が大

切である。多くの教員は「原因ー結果」による課題解決を図る傾向にあり、対処的な対応になりが

ちである。そのため「目的ー手段」の発想に転換するように、業務遂行に当たって、「なぜそれを

おこなうのか」から見直すように随時指示した。その結果、「提案型」の取組になりつつある。

（学校組織マネジメント指導者養成研修） 

【カリキュラム・マネジメントの改善】 

・ 主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善を行うために、本校で子どもに身に付けさせたい

資質・能力を「創造性」と設定し、「創造性」に関わる資質・能力を各教科で整理して授業実践し

ました。（カリキュラム・マネジメント指導者養成研修） 

 

【年度計画】 

（３）研修の効果的・効率的な実施のための方法の導入 

研修の効果的・効率的な実施を図るため、以下に掲げる方法を導入する。 

① 主催する研修について、国の教育政策の方向性や地方公共団体等の研修ニーズ等を適切

に把握し、効果的・効率的な研修の実施が可能となるよう、研修内容・方法等の見直し

を行う。 

  また、政府関係機関の地方移転に関する基本方針（平成 28年 3 月 22 日 まち・ひと・

しごと創生本部決定）に基づき提案地方自治体と連携して開催する。 

② 主催する研修について、大学、関係機関及び企業等との連携協力を一層進めるほか、オ

ンライン研修を活用することにより、研修内容の高度化を図る。 

③ 教員研修に関する調査研究を行い、研修事業の高度化及び充実強化を図る。 

④ 主催する研修について、課題の発見・解決に向けた主体的・協働的な演習や協議をより

多く取り入れ、研修効果を高める。また、演習や協議の実施にあたっては、全ての受講
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者が積極的に発言し、思考を深めることができるよう、別紙１に掲げるユニットを基本

に行う。なお、以下に掲げる研修を除く 

・外国語指導助手研修 

・英語教育海外派遣研修 

・産業・情報技術等指導者養成研修 

・産業教育実習助手研修 

・産業・理科教育教員派遣研修 

 

【研修の効果的・効率的な実施のための方法の導入】 

年度計画に定めた以下①から④の項目の方法を導入し、効果的・効率的に研修を実施した。 

① 国の教育施策の方向性や地方公共団体等の研修ニーズ等の把握並びに地方自治体との連携 

研修の成果をより精緻に検証するため、研修受講の次年度に実施する研修成果の活用状況に関

するアンケート調査に加え、研修成果活用レポートを次年度の 11 月に提出することとした。ま

た、研修企画担当職員を対象としたセミナーを開催し、地方自治体の研修の状況に関する情報交

換を行い、平成 31年度の中央研修等の改善につなげた。 

加えて、政府関係機関の地方移転に関する基本方針（平成２８年３月２２日 まち・ひと・し

ごと創生本部）に基づき誘致提案を行った地方自治体４県と連携し、各県が自立的に国レベルの

研修を実施可能とすべく方向づけを行いながら、４研修の地方開催を実施した。 

② 大学、関係機関及び企業等との連携協力、並びにオンライン研修の活用 

連携協定を締結する教職大学院と連携して研修機会を拡大するため、教職大学院と合同セミナ

ーを開催し、機構で実施する研修を地方で展開する方策を蓄積した。また、研修後に講師からア

ドバイスを受ける機会を求める受講者の声に対応するため、次年度に向けて、校長研修の一部の

演習に、連携協定を締結する教職大学院の教員を講師に招き、研修後のフォローアップできる体

制の整備に向け、検討を進めた。 

③ 教員研修に関する調査研究の実施 

育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関する調査研究プロジェクト（後述４－

（１））において、47 都道府県・20指定都市の管理職及び教諭の育成指標について分析し教員お

よび管理職の育成指標が類型化された。類型化された領域と学校経営研修の内容を整理し、職階

別の研修の到達目標を定め、それに答える研修内容の改善を行った。 

④ 研修のアクティブ・ラーニング化（主体的・協働的な学びの手法の導入）とユニット制の継続

・深化 

ユニット制の中で、演習により校種別、職階別など多様なグループを構成できるように、ユニ

ット編成を工夫した。 

 

【年度計画】 

（４）研修に関する廃止、縮減、内容・方法の見直し 

研修について、独立行政法人として実施する必要性、研修の効果、都道府県ごとの受講者

数、事業年度の評価結果、都道府県ごとの受講者数に著しい差が生じた場合にはその要因等

について検証し、必要な場合には、中期計画の廃止等基準により、廃止・隔年実施、縮減、

内容・方法の見直し等、所要の措置を講じる。 

【研修の廃止、縮減、内容・方法等の見直し】 

機構では、教員研修のナショナルセンターとして、校長、副校長・教頭、中堅教員、事務職員とい

った学校管理職及び指導的役割を担う教職員に対する研修の実施等、各都道府県教育委員会や民間機

関等では担い得ない、国として真に実施すべき研修等を実施している。一方、事務及び事業の遂行に
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あたっては、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図る視点を基本としている。 

毎事業年度に実施する各研修の内容等については、国の教育政策の方向性や、受講者又はその任命

権者等に対する研修成果に関する調査結果、都道府県ごとの受講者数、事業年度の評価結果、教育委

員会・大学等の専門家の知見等を踏まえ、不断の見直しを行っている。各研修について、平成３０年

度は以下のように見直した。 

①学校経営研修の改善点 

  ○研修内容・研修方法等の見直し 

・次世代リーダー育成研修の新設 

近年の教員の大量退職、大量採用の影響による教員の経験年数の不均衡が課題となる中、早期 

にミドルリーダーを育成することが求められていること、加えて「１０年経験者研修」の廃止、

「中堅教諭等資質向上研修」の新設に伴い、次世代リーダー育成研修を新設し実施した。 

 具体的には、対象者は教職経験概ね１０年前後の者（３０代の若手職員を想定）とし、５日間

の研修を年２回実施した。 

・中堅教員研修の見直し 

学校経営の中核人材として期待される中堅教員が研修に参加しやすくするため、研修期間の短

縮（１５日間→１０日間）や、実施回数の拡大（５回→６回）を行った。 

具体的には、対象者は教職経験概ね１０～２０年の者（大臣指針で示された「第二ステージ

（充実・円熟期）の成長段階を想定）とし、研修を実施した。また、研修期間の短縮に伴い、研

修内容を精選するとともに、管理職にふさわしい学校経営上の広い視野とリーダーシップを備え

た人材育成プログラムを提供した。 

 

②指導者養成研修の改善点 

○研修内容・研修方法等の見直し 

・学校組織マネジメント指導者養成研修の回数増 

研修期間を５日間から４日間に短縮するとともに、月曜日開始のＡ日程と、火曜日開始のＢ日 

程に受講者を振り分け、適正な受講者数での演習となるようにした。一方、年度当初予定してい

た推薦者数（２４０名）を大幅に上回る推薦者数（３７１人）となったため、急遽１月にＣ日程

を設け、全３回開催へと拡充した。 

・体力向上マネジメント指導者養成研修及び幼児教育指導者養成研修の事前周知及び内容改善 

平成２９年度大変有意義率が未達成であった両研修について、研修内容の受講者への事前周知

や、研修内容の改善を図ることにより本年度は目標を達成した。 

 

③研究セミナーの開催 

都道府県・指定都市が作成した育成指標とそれに基づく教員研修の高度化・体系化を実現するた

め、指導主事等の専門性開発並びに教職大学院と教育委員会の連携強化を目的とした「研修企画担

当職員研究セミナー（10 月）」及び「教職大学院教職員研究セミナー（2 月）」を新設し、実施し

た。 

また、連携協定を結ぶ教職大学院と機構が、研修プログラムを共同開発し、各地域の教職員を主

な対象として、合同でセミナーを実施した。（南九州プラットフォーム（鹿児島大学・熊本大学）、

常葉大学、立命館大学） 

 

なお、平成３１年度以降の研修内容等の見直しを以下のように行う。 
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①学校経営研修の改善点 

次世代教育推進センターで実施している「育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関す

る調査研究プロジェクト」で進められた教員育成指標の分析から、全国の育成指標に共通する領域

が抽出された。その領域と学校経営研修の研修内容を分析し、職階ごとの研修の到達目標を整理す

るとともに、それに対応する研修の体系化を行った。 

・ 校長研修、事務職員研修を同時期に実施し、一部の内容を合同で行うとともに現在の２回開催

を校種別（小、中、高・特）に３回開催する。連携協定を結ぶ教職大学院から「スクール・マネ

ジメント」講師団のリストを作成し研修の一部にそこから講師として招き、ブロック別に協議す

る機会を設定するとともに、研修後にそのリストの教員に相談できる体制を整備し、研修後の成

果活用の改善を図る。 

・ 次世代リーダー育成研修については、早期にミドルリーダーを育成するニーズへの対応から、

６ユニットから８ユニットへ、ユニット数の増を図る。 

 

②指導者養成研修の改善点 

研修後の校内研修における活用の視点を明確にするとともに、定員を大きく超える研修の開催回 

数を増やす。 

  ・ 学校組織マネジメント指導者養成研修については、推薦者数の多さに対応するため、２回開催

とし、研修期間を４日間から５日間に延長する。 

  ・ カリキュラム・マネジメント指導者養成研修については、推薦者数の多さへの対応、新学習指

導要領において示された「カリキュラム・マネジメント」の重要性に鑑み、年１回から２回開催

とする。 

  ・ 道徳教育指導者養成研修については、推薦者数の多さに対応するため、中央指導者研修を年間

２回に拡大する。 

  ・ 幼児教育指導者養成研修については、子ども・子育て支援新制度の施行や、幼児教育無償化の

議論が進む中、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、研修期間を３日間から４日間

に延長し、研修内容の充実を図る。 

 

③研究セミナー 

教育における今日的課題に迅速に対応するため、新たに次の 2 つの研究セミナーを企画する。学

校の中でマイノリティの立場に置かれる傾向が強い、特別な支援が必要な児童生徒、外国人児童生

徒について、その児童生徒の受け入れにとどまらず、学校、地域との組織的対応のあり方も含め、

幅広く協議する。 

・ 特別支援教育セミナー（仮）を新設し、通常学級での支援の必要な児童生徒が増加している状

況を踏まえ、新学習指導要領に対応する教育のあり方を協議する。 

・ 外国人児童生徒等に対する支援教育セミナー（仮）を新設し、出入国管理法改正（平成３０年 

１２月）に伴い、外国人児童生徒の増加することで生起する課題の対応について協議する。 
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２．公立学校の校長及び教員の資質の向上に関する指標を策定する任命権者に対する専門的な助言  

【年度計画】 

公立の小学校等の校長及び教員の任命権者が策定する教員等としての資質の向上に関する指標

について、機構が有する知見やネットワークを活用した専門的な助言を行う専用の相談窓口を設

置し、文部科学省等関係機関とも緊密な連携を図りつつ、相談体制を構築する。 

また、平成 30 年度以降に任命権者の指標の策定に資する内容のデータベースを作成するため、

指標に関する全国の先進事例の調査・分析等を実施する。 

 

【実施概要】 

平成２９年４月からの教育公務員特例法等の一部を改正する法律等の施行に伴い、教員等の任命権者

である教育委員会等は、教育委員会と関係大学等で構成する「協議会」を組織して協議を行い、教員等

の職責、経験及び適正に応じてその資質向上を図るための必要な指標を定めることが義務づけられると

ともに、教職員支援機構が指標の策定に関する専門的な助言を行うこととなった。 

平成３０年度においては、指標に関する全国の教育委員会からの問い合わせについて、平成２９年度 

に開設した「指標等に関する相談窓口」を運用し文部科学省等関係機関と緊密に連携して対応するとと

もに、問い合わせとその回答を「Ｑ＆Ａ」の形式でまとめ、機構ホームページに掲載して全国の教育委

員会等が指標策定等に係る疑問に答えることができるように蓄積・整備した。 

また、全国の教育委員会等で策定された指標をすべて収集し、データベース化を図るとともに、機構

ホームページに掲載した。 

さらに、教育委員会等を訪問し、当該機関の指標に係る具体的な課題の解決に資する情報を提供して

個別的な対応を行った。 

加えて、つくば中央研修センターが主催する「全国研修担当者セミナー」「教職大学院セミナー」

「研修企画担当職員研究セミナー」において、全国の指標を分析しその特色や課題を解説した。 

以上のことから、養成・採用・研修の一体的改革を担う中核拠点としての助言機能を果たした。 

 

【実施状況】 

（１）相談窓口の運用と指標データベースの作成 

①相談窓口の運用 

平成２９年度に開設した「協議会・指標・教員研修計画等に関する相談窓口」を運用し、文部

科学省と緊密に連携して指標策定等に係る質問事項に対応した。 

  ②指標データベースの作成 

相談窓口に寄せられた質問に対する回答をまとめ、「Ｑ＆Ａ」の形式で整理して機構ホームペ

ージに掲載し、全国の教育委員会等が指標策定等に係る疑問に答えることができるようにした。 

また、全国の教育委員会等が策定した指標をすべて収集し、データベース化を行うとともに、

機構ホームページに掲載するなど、全国の指標に関する情報を提供し、各教育委員会の指標策定

・活用に対する支援を行った。 

 

（２）教育委員会・教育（研修）センター訪問による情報提供 

   平成３０年度調査研究プロジェクトによる訪問調査（２５機関）を行った際、当該機関の指標の

活用や研修計画策定に係る具体的な課題に対し、調査研究で把握した課題解決に資する全国の先進

事例等の情報を提供し、教育委員会の支援を行った。 

 

（３）指標に関する調査結果の活用 

つくば中央研修センターが主催する「全国研修担当者セミナー」「教職大学院セミナー」におい

て、全国の教育委員会で策定された指標の特色と課題について分析した結果を解説する等、指標に
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係る今後の取組に役立つ情報を提供するとともに、それを踏まえた議論を行うことによりセミナー

の充実を図った。また、「研修企画担当職員研究セミナー」において、指標に基づく研修計画作成

に資する情報を提供し、受講者はそれを踏まえた専門的検討を行うなど研究セミナーの充実を図っ

た。 

 

 

３．学校教育関係職員を対象とした研修に関する指導、助言及び援助  

【年度計画】 

（１） 都道府県教育委員会等への指導、助言及び援助  

都道府県・指定都市・中核市教育委員会等において、より充実した学校教育関係職員に対

する研修が実施できるよう、以下のような指導、助言及び援助を行う。 

 

【実施概要】 

オンライン研修の推進、アクティブ・ラーニングに係る指導法を充実させるための研究会議の開催

及び研修プログラムモデルの普及活動、「NITS大賞」による好事例の共有、「NITSカフェ」による各

地域における養成・採用・研修のネットワークづくりを、以下のとおり実施した。 

・ オンライン研修の推進については、今日的課題となっているテーマ（ネットいじめやコーチング

等）を中心に１４タイトルを制作するとともに、新学習指導要領への移行期間にある中で、学校教

育において周知徹底が求められている中学校の学習指導要領改訂のポイントを解説した動画を教科

ごとに１３タイトル制作し、公開した。併せて、平成２８・２９年度に制作した６０タイトルの普

及活動を行った。これら学校教育の基本的な課題や今日的課題に対応した動画の再生回数は、２２

６，７８０回（前年度：８１，６５０回）にのぼった。かかるオンライン研修の推進により、多様

な研修機会の提供、校内研修の高度化・充実化を図るとともに、新学習指導要領の円滑実施に寄与

した。 

・ アクティブ・ラーニングに係る指導法を充実させるため、「新たな学びに関する教員の資質能力

向上のためのプロジェクト（平成２７～２９年度）」が終了した平成３０年度においても、引き続

き、研究協議等を行うセミナーを全国６か所で実施（参加者１，１５１名）するとともに、教育委

員会の主催研修への３４件の講師派遣により、多数の教員等に指導方法を直接伝達した。また、ア

クティブ・ラーニングに係る３０研修プランなど研修プログラムモデルとその解説動画の普及を図

った。さらに、研修の援助として、アクティブ・ラーニングに係る授業実践事例２００事例の普及

を図った。これらにより、新学習指導要領の円滑実施に寄与した。 

・ 教員の養成・採用・研修を担う教育関係者（大学、教育委員会、現職教員等）が、教員の資質向 

上に関するテーマを設定して語り合う参加型ワークショップである「NITS カフェ」については、機 

構主催のキックオフイベント「教師の働き方改革～多忙化改善を目指して～」を実施したことを始 

めとして、各地域の「NITS カフェ」は１２大学で１４回で実施され、「学校保健の視点で捉える危 

機管理」「インクルーシブな学校づくりとは」など各地域の教育課題を踏まえたさまざまなテーマ 

が語り合われた。これにより、機構は、各地域における教員の養成・採用・研修のネットワークの 

構築の場を提供するとともに、その成果を報告書として機構ホームページで全国に提示すること 

で、教員の資質向上の全国的な充実を支援した。 

・ 学校をとりまく今日的な教育課題の解決に向けて実践した活動を広く募集し、表彰・公開するこ

とにより、教育現場に優れた取り組みを普及していく表彰事業「NITS 大賞」において、平成３０年

度は８６点の応募があり、優秀な実践活動を、事例集（冊子）にまとめて発行するとともに、受賞

者による活動発表（プレゼンテーション）動画の機構ホームページへの掲載等を行った。また、受

賞者による活動発表（プレゼンテーション）・表彰式についてのパブリシティ活動を行い、その結

果、優秀賞を受賞した学校の活動が、地方紙や教育専門紙にて報じられた。これにより、学校をと
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りまく課題の解決に取り組んだ好事例の普及が促進した。 

 

【年度計画】 

①  教員等への指導、助言 

ア オンラインによる研修機会の提供 

機構が実施する研修内容に係る教材、特に校内研修で活用できる動画教材をインターネットに

より提供し、教員等の自主的な研修を促す環境作りに寄与する。 

イ 情報交換機会の提供 

教員等が、学校運営や指導方法等に関する情報交換を行う機会を、インターネット上に提供

する。 

ウ 教員等の資質向上に資する情報の提供 

教員等の資質向上等に関する情報を、インターネットにより提供する。 

 

【実施状況】 

① 教員等への指導、助言  

ア オンラインによる研修機会の提供 

NITS のオンライン講座は、職務多忙等から職場を離れての研修の機会が困難な教員等に多様な

研修の機会を提供することを目的として、平成２８年度からオンライン講義動画「校内研修シリ

ーズ」を制作し、インターネット上の動画共有サイト『YouTube』に機構公式チャンネルを開設

し、提供している。 

 

このオンライン講義動画「校内研修シリーズ」は、各学校で実施する校内研修を下のような 

６０分で行うものと想定し、２０分程度で、各テーマの基礎理論、又は理論的整理や考え方の提

示を行う講義動画を提供することで、校内研修の充実を図ることを目的とするものである。 

・校内研修シリーズ活用例 

 

 

 

 

 

 

平成２８・２９年度に「校内研修シリーズ」の「本編」を、下記の多種多様なテーマで制作

し、また、小学校等の学習指導要領改訂のポイントを解説した動画を「新学習指導要領編」とし

て、教科ごとに制作した。 

平成３０年度においては、今日教育課題となっているテーマ（ネットいじめやコーチング等）

を中心に制作し、また、新学習指導要領への移行期間にある中で、学校教育において周知徹底が

求められている中学校の学習指導要領改訂のポイントを解説した動画を教科ごと制作した。 

 

これらのオンライン講義動画の普及活動を、全国の教育委員会、教育（研修）センター等を対

象に行ったことにより、各学校で実施する校内研修のさらなる充実を図るとともに、新学習指導

要領の円滑な実施に寄与するなど、教育課題に対応した教員の自主研修に役立つ環境整備を図っ

た。 

 

活用状況は以下のとおりである。 

講義 演習 発表 まとめ 

オンライン講義動画を視聴

 

20分 40分 

各学校で実施



14 

・再生回数 ２２６，７８０回（平成３０年４月～平成３１年３月） 

                   （前年度：８１，６５０件） 

  

・オンライン講義動画「校内研修シリーズ」の制作数 

 本編 新学習指導要領編 

平成２８年度 １４タイトル － 

平成２９年度 ２８タイトル 幼稚園       １タイトル         

小学校（教科ごと）１３タイトル         

特別支援      ４タイトル          

平成３０年度 １４タイトル 中学校（教科ごと）１３タイトル 

合計 ５６タイトル ３１タイトル 

 

・オンライン講義動画 「校内研修シリーズ」 

№ タイトル 講師 

1 学校組織マネジメントⅠ（学校の内外環境の分析） 
兵庫教育大学大学院教授 浅野良一 

2 学校組織マネジメントⅡ（学校ビジョンの検討） 

3 チーム学校の実践を目指して 文部科学省参与 貝ノ瀬滋 

4 新しい学習指導要領において期待される学び 國學院大學教授 田村学 

5 道徳教育 
香川大学教育学部附属教

職支援開発センター長 
七條正典 

6 学校のビジョンと戦略 千葉大学特任教授 天笠茂 

7 キャリア教育 筑波大学名誉教授 渡辺三枝子 

8 いじめ対策のポイントといじめ防止基本方針の改定 
文部科学省児童生徒課専

門官 
山本悟 

9 学習指導要領 
文部科学省教育課程課課

長 
合田哲雄 

10 総則とカリキュラム・マネジメント 
文部科学省教育課程課教

育課程企画室室長 
大杉住子 

11 教育と法Ⅰ（学習指導要領と教育課程の編成） 
明星大学教授 樋口修資 

12 教育と法Ⅱ（生徒指導） 

13 生徒指導 
関西外国語大学教授 新井肇 

14 自殺予防 

15 教育相談に関するマネジメントの推進 
神田外語大学客員教授 嶋﨑政男 

16 人材育成とコーチング 

17 
特別支援教育の実際～通常学級における「特別な配

慮」～ 
FR 教育臨床研究所所長 花輪敏男 

18 総合的な学習の時間とカリキュラム・マネジメント 甲南女子大学教授 村川雅弘 

19 
学校組織マネジメントⅢ（人材育成）～教職員が育つ

学校づくり～ 
兵庫教育大学大学院教授 浅野良一 
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20 
特別支援教育総論～学習のユニバーサルデザイン・段

階的な対応・合理的配慮～ 
新潟大学教授 長澤正樹 

21 カリキュラム・マネジメントとは 千葉大学特任教授 天笠茂 

22 生活安全 大阪教育大学教授 藤田大輔 

23 道徳科の授業の充実を図るために 
文部科学省 

教育課程課教科調査官 
浅見哲也 

24 

「地域に開かれた学校」から「地域とともにある学

校」へ～コミュニティ・スクールを核とした学校と地

域の連携・協働～ 

文部科学省初等中等教育

局参事官 
木村直人 

25 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて 國學院大學教授 田村学 

26 災害安全～災害から生き抜く力を育む防災教育～ 岩手大学大学院准教授 森本晋也 

27 保健教育の基礎 横浜国立大学教授 物部博文 

28 幼児教育 國學院大學教授 神長美津子 

29 学校全体で取り組む食育の進め方 
福岡教育大学教職大学院

教授 
脇田哲郎 

30 人権教育 上越教育大学教授 梅野正信 

31 
教職員のメンタルヘルス・マネジメント～管理職に求

められる個別対応～ 

早稲田大学教育・総合科

学学術院教授 
河村茂雄 

32 学校安全（総論） 東京学芸大学教授 渡邉正樹 

33 研修の企画・運営・評価 
教職員支援機構チーフ研

修プロデューサー 
堀田竜次 

34 新学習指導要領を具現化した新教材の解説 
文部科学省教育課程課・

国際教育課教科調査官 
直山木綿子 

35 言語活動 
文部科学省 

教育課程課教科調査官 
臼井学 

36 外国人児童生徒等に対する日本語指導 東京学芸大学教授 齋藤ひろみ 

37 学校教育の情報化 東京学芸大学准教授 高橋純 

38 体力向上マネジメント 筑波大学体育系教授 柳沢和雄 

39 教育と法Ⅲ （地方教育行財政制度） 
明星大学教育学部教授 樋口修資 

40 教育と法Ⅳ （学校の保健安全管理） 

41 キャリア教育の実践 筑波大学人間系教授 藤田晃之 

42 消費者教育～「社会への扉」を活用した授業展開～ 
鳴門教育大学大学院 

学校教育研究科准教授 
坂本 有芳 

43 教育現場におけるコーチングコミュニケーション 
シナジープラス株式会社 

代表取締役社長 
三宅裕之 

44 リスクマネジメント ～学校の危機をいかに防ぐか～ 
高崎経済大学講師、高崎

市教育長 
飯野眞幸 

45 ネットいじめの未然防止及び解決に向けた指導と対応 兵庫県立大学准教授 竹内和雄 

46 道徳科に求められる評価 文部科学省教育課程課  浅見哲也 
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教科調査官 

47 不登校児童生徒の支援と教育相談 FR 教育臨床研究所所長 花輪敏男 

48 
いじめ問題に関する保護者との連携、信頼関係構築の

在り方 

公益社団法人日本社会福

祉士会アドバイザー 
愛沢隆一 

49 地域の教育活性化とスクールリーダー 愛媛大学大学院教授 露口健司 

50 
学校における働き方改革 「先生が忙しすぎる」をあ

きらめない 

文部科学省学校業務改善

アドバイザー 
妹尾昌俊 

51 
地域と共に創る教育 ～隠岐島前高校の探求的な学び

が目指すもの～ 

島根大学教職大学院准教

授 
中村怜詞 

52 学校財務マネジメント 日本大学教授 末冨芳 

53 
アクティブ・ラーニングとカリキュラム・マネジメン

トをつなぐ 

教職員支援機構研修協力

員／研修プロデューサー 
稲岡寛 

54 新学習指導要領とこれからの授業づくり 横浜国立大学名誉教授 髙木展郎 

55 児童虐待防止に向けた学校の取組 大正大学教授 玉井邦夫 

56 いじめの捉え方と予防 日本大学文理学部教授 藤平敦 

 

・新学習指導要領編 

№ タイトル 講師 

1 
特別支援学校幼稚部教育要領、特別支援学校小学部・
中学部学習指導要領 総則 

文部科学省特別支援教育
課 課長補佐 

山下直也 

2 
視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者で
ある児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教
科における配慮事項の改訂の要点 

文部科学省特別支援教育
課 特別支援教育調査官 

青木隆一 

3 
知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支
援学校の各教科等の改訂の要点 

文部科学省初等中等教育
局 視学官 

丹野哲也 

4 自立活動 
文部科学省特別支援教育
課 特別支援教育調査官 

分藤賢之 

5 新しい幼稚園教育要領について 
文部科学省幼児教育課  
幼児教育調査官 

河合優子 

6 小学校学習指導要領・中学校学習指導要領 総則 
文部科学省教育課程課  

教育課程企画室長 
白井俊 

7 
小学校・総合的な学習の時間改訂のポイントと指導の

改善・充実 文部科学省教育課程課  

教科調査官 
渋谷一典 

8 生活科改訂のポイントと指導の改善・充実 

9 社会科の改訂のポイント 
文部科学省初等中等教育

局 視学官 
澤井陽介 

10 家庭科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
筒井恭子 

11 理科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
鳴川哲也 



17 

12 
新小学校学習指導要領における外国語活動及び、外国

語科の指導の在り方の要点 

文部科学省教育課程課・

国際教育課外国語教育推

進室 教科調査官 

直山木綿子 

13 特別活動の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
安部恭子 

14 算数科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
笠井健一 

15 体育科の改訂のポイント 
スポーツ庁政策課  

教科調査官 

高田彬成 

森良一 

16 図画工作科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
岡田京子 

17 国語科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
菊池英慈 

18 音楽科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
津田正之 

19 中学校学習指導要領 外国語科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
山田誠志 

20 
中学校学習指導要領 技術・家庭科 技術分野の改訂の

ポイント 

文部科学省教育課程課  

教科調査官 
上野耕史 

21 
中学校学習指導要領 技術・家庭科 家庭分野の改訂の

ポイント 

文部科学省教育課程課  

教科調査官 
筒井恭子 

22 中学校学習指導要領 国語科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
杉本直美 

23 中学校学習指導要領 数学科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
水谷尚人 

24 
中学校学習指導要領 特別の教科 道徳（道徳科）のポ

イント 

文部科学省教育課程課  

教科調査官 
澤田浩一 

25 中学校学習指導要領 理科の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 

野内頼一 

藤枝秀樹 

遠山一郎 

26 
中学校学習指導要領 総合的な学習の時間の改訂のポ

イント 

文部科学省教育課程課  

教科調査官  
渋谷一典 

27 中学校学習指導要領 社会科の改訂のポイント 

文部科学省初等中等教育局 

視学官 
濵野清 

文部科学省教育課程課  

教科調査官 

藤野敦 

小栗英樹 

28 中学校学習指導要領 音楽科の改訂のポイント 

文化庁参事官（芸術文化

担当）付教科調査官 

文部科学省教育課程課  

教科調査官 

臼井学 
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29 中学校学習指導要領 美術科の改訂のポイント 
文部科学省初等中等教育局 

視学官 
東良雅人 

30 中学校学習指導要領 保健体育科の改訂のポイント 
スポーツ庁 政策課 

教科調査官 

高橋修一 

横嶋剛 

31 中学校学習指導要領 特別活動の改訂のポイント 
文部科学省教育課程課  

教科調査官 
長田徹 

 

  イ 情報交換機会の提供 

（ア）「NITS カフェ」による各地域のネットワークの構築 

「NITS カフェ」は、各地域における教員の養成・採用・研修を担う大学、教育委員会のネッ

トワーク構築を機構が支援し、その成果を報告書として全国に提示することで、教員の能力向

上の全国的な充実が図れることを目的とする。 

具体的には、教員の養成・採用・研修を担う大学、教育委員会など専門の教育関係者と、現

職教員等が、教員の資質向上に関するテーマを設定して語り合う参加型ワークショップに対し

て、機構が支援を行う事業である。 

平成３０年度においては７月に東京で、機構主催のキックオフイベント「NITS カフェ 教師

の働き方改革～多忙化の改善に向けて～」を実施したことを始めとして、委託事業である各地

域の「NITS カフェ」は１２大学で１４回で実施され、「学校保健の視点で捉える危機管理」

「インクルーシブな学校づくりとは」など各地域の教育課題を踏まえたさまざまなテーマが語

り合われた。 

以上のことから、機構は、各地域における教員の養成・採用・研修のネットワークの構築を

支援するとともに、その成果を報告書として機構ホームページで全国に提示することで、教員

の資質向上の全国的な充実を支援した。 

 

・キックオフイベントの開催 

７月に東京にて機構主催のキックオフイベント「教師の働き方改革～多忙化の改善に向け

て～」を実施した。全国から校長、教員、大学教員など約６０名が参加し、機構の研究調査

プロジェクトの成果を紹介するとともに、全国各地で取り組んでいる事例の発表をもとに、

多忙化改善ための解決策を議論し、発表した。 

 

・各地域における「NITS カフェ」の開催 

委託事業として行う各地域の NITSカフェは、平成３０年度において、以下のテーマで１２

機関にて１４回実施し、１,０１３人が参加した。その成果報告書を機構ホームページで共

有した。 

 

・各地域の NITS カフェ開催数 

年度 開催回数 

平成２９年度 ６機関 ６回 

平成３０年度 １２機関１４回 

 

   ・NITS カフェ開催機関とテーマ 

開催機関 テーマ 参加人数 

岩手大学 教師の資質・能力の高め方 

教師教育の学びを考える 

４１名 
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宮城教育大学 インクルーシブな学校づくりとは？ 

「みんなの学校」を手がかりとして 

１５０名 

宮城教育大学 学び続ける教員の協働的な育成 

 

２８名 

福島大学 学びのリフレクション 

福島県の新たな教育実践へ 

６７名 

宇都宮大学 

 

省察の促進を目指す授業検討会 ８０名 

兵庫教育大学 教育の変革はなぜ求められるのか 

 

３０名 

岡山大学 教育現場に地域の力を！ 

教員と院生、地域福祉のつながり創出 

７４名 

岡山大学 学校保健の視点で捉える危機管理 

危機管理実践から学ぶ PDC と Aの往還 

７４名 

島根大学 校内研修・教員研修をどうつくるか 

これからの教員研修のありかた 

４７名 

山口大学 山口県教員、ある先生の一生 

キャリアステージで描く学び続ける教師の成長ストーリー 

７２名 

鳴門教育大学 学校リーダーのために 

管理職に必要な資質の向上を図る 

８２名 

熊本大学 めざせ学校改革！ワクワクする学校について語ろう！ １５０名 

宮崎大学 教員の働き方改革を考える 

学校・地域の連携を通して 

７０名 

鹿児島大学 深い学び学習会 

実践から学ぶ、「深い学び」を実現する授業改善 

４８名 

 

（イ）公式 Facebook による情報共有 

機構公式 Facebook で情報共有を行い、教職員間の情報交換の場を提供した。 

・フォロワー数 １，１１７件（平成３１年３月末現在） 

（前年度：８６９件） 

 

ウ 教員等の資質向上に資する情報の提供 

（ア）表彰事業「NITS 大賞」による好事例の収集と普及 

学校をとりまく課題の解決に向けて実践した活動を広く募集し、表彰・公開することによ

り、教育現場に優れた取り組みを普及していく表彰事業「NITS 大賞」は、平成２９年度に新設

し、第２回の開催となる平成３０年度は、教育現場から８６点の応募があった。 

 

     ・第２回 NITS 大賞の応募部門と応募数 

応募部門 応募数 

研修成果活用部門 ４０点 

多忙化改善部門 ６点 
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校内研修部門 ３４点 

先導的プログラム実践部門 ６点 

合計 ８６点 

 

第一次審査会において、チームで教育活動の計画・立案・実践を行う戦略をまとめ学校づく

りを行った実践、若手教員の成長を図る校内研修の改善を行った実践、小規模学校における複

式指導の改善を図った実践など、１０点の優秀賞と５点の審査委員特別賞を選出した。 

 

・第 2 回 NITS 大賞受賞一覧 

＜優秀賞 10点＞ 

実践活動名 学校名など 評価ポイント 

カリマネ推進の取組 

新潟プラン 2８による学校改善 

新潟県立教育センタ

ー  

山碕 孝幸 

「カリキュラム・マネジメント」の普

及を小・中・高等学校の学校種全体を

視野に収め、全体的に進めようとして

いる。 

「チーム学校」の実現へ 

学校マネジメント実施へのサ

ポート 

熊本県立教育センタ

ー  

福山 尚美 

学校マネジメント改革の３つの視点は

学校が抱える今日的課題の解決に効果

的であり、具体化に向けた取組は他の

参考となる。 

主体的な中核教員の育成 

学校組織マネジメント演習の

体系化 

いわき市総合教育セ

ンター  

坂本 義仁 

組織マネジメントの視点から自校を分

析するなど、学校経営ビジョン、自校

の学力向上ブランドデザインについて

深く研究されている。 

教育計画作成の工夫 

～学校評価の改善を通して～ 

宮城県栗原市立志波

姫中学校  

佐々木留理子 

学校評価の手順の見直しをしっかりと

行っている。学校評価の全体会にワー

クショップを取り入れるなど、効率的

な工夫がある。 

チーム万中グッジョブ作戦 

目指す生徒像に迫るＰＢＩＳ

の活用 

宮城県石巻市立万石

浦中学校 

小山 晴美 

目指す生徒像を共有し、すべての活動

の結果をその事実に求めている。全国

の学校現場が取り組める研究である。 

レンタル Teacher 制 

小中連携を強化する授業研修 

和歌山県海南市立 

東海南中学校 

小中一貫教育の推進を小中教師による

授業研修に着眼し、その進め方を開発

しようとしている。 

校内若手教員研修  

各教員の個の育成と学校組織

の強化 

学校法人明昭学園  

岩倉高等学校 

若手教員の成長を促す取り組みであ

り、主として校内（自前）で行ってい

る。全国的に若手教員が増えているな

かで学ぶ部分が多い。 

働き方改革は生き方改革 

業務効率を高め教育の質を上

げ隊 

京都市立葵小学校 

学校の組織力向上と人材育成という視

点で校内研修や学年会を見直したこ

と、教職大学院や教育センターを活用

したことを評価。 

地域連携と授業改善 

～授業 UD を共通のキーワード

として 

東京都立府中けやき

の森学園 

特別支援学校と一般校との連携を「地

域のコミュニティ」の視点からｗｉｎ

・ｗｉｎの関係を構築する中で展開し

ている。継続性も評価。 

遠隔授業で複式指導を充実 

小規模校で高め合う徳之島型

モデル 

鹿児島県徳之島町立 

母間小学校 

小規模学校が増えていく中で複式学級

の制約を打ち破る可能性を秘めている

取り組み。 
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＜審査員特別賞 5点＞  
誰でもすぐにできる点がある、先進的な工夫があるといった秀逸なアイディアが部分的に含まれ

ているなど、審査委員の中で、印象に残ったものに贈られる。 
 

実践活動名 学校名など 評価ポイント 

算数科における３つの学び 

～協働で考える授業研究の在

り方～ 

鹿児島県鹿屋市立 

西原小学校 

動画の活用、ワールドカフェ方式で授

業研究など地に足のついた活動。 

変えよう三体小スタイル！ 

つなげる。広げる業務のかた

ち 

鹿児島県霧島市立 

三体小学校 

多忙化改善に向け、全員で業務の洗い

出しと改善策の協議を行った。 

学校業務見える化作戦 

PBLを軸にした学校改善の実行 

島根県立隠岐島前高

等学校 

職員会議を対話の場にする工夫、業務

の見える化、チームリーダーを孤立化

させないシステムなど先進的。 

参画意識の向上を目指して 

～教科の枠を超えた授業研究

を通して 

守谷市立守谷中学校 

視覚カリキュラムの取り組みが興味深

い。教科の枠を超えた授業研究の在り

方を求めている。 

ICT推進リーダーの養成 

教職大学院と教育センターと

の連携 

大阪教育大学大学院

連合教職実践研究科 

大学の授業を県教委の研修として位置

づけ、大学の単位として読み替える。

教育行政の有機的連携を期待。 

 

また、２月２日（ニッツの日）に東京で、優秀賞と審査委員特別賞の受賞者による活動発表

（プレゼンテーション）を行った後、第二次審査会で大賞を選出し、表彰式を実施した。全国

２３都府県から、校長、教員、指導主事、大学教員等約８０名が参加し、受賞した学校等の活

動の好事例を共有するとともに、ワークショップを行い、意見交換を行った。 

 

さらに、受賞者による活動発表（プレゼンテーション）や表彰式についてのパブリシティ活

動を行い、優秀賞を受賞した学校の活動が、地方紙や教育専門紙にて報じられた。これによ

り、学校をとりまく課題の解決に取り組んだ好事例の普及が促進した。 

 

加えて、全応募作品を機構ホームページに掲載・共有するとともに、受賞した優秀な実践活

動を、事例集（冊子）にまとめて発行したり、受賞者による発表（プレゼンテーション）動画

の機構ホームページへの掲載等を行ったりすることで、全国の教育現場にフィードバックし

て、効果的な活動の実践を支援した。 

 

（イ）メールマガジンによる情報提供 

週１回配信のメールマガジン「NITS ニュース」を創刊し、機構が主催する研修の修了者等に

対して、各テーマの講座担当講師による講座のフォローアップ、教育現場での実践における助

言などの情報提供を行った。 

・メールマガジン登録者数 １２，５４６件（平成３１年３月末現在） 

 

（ウ）研修手法にかかる教材の提供 

     機構が作成した研修手法にかかる教材を機構ホームページにて提供した。 

   ・「研修の手引き」ダウンロード数 ５４４，９９２件 

（平成３０年４月～平成３１年３月） 

 



22 

（エ）研修教材 DVD の提供 

「学校におけるコーチング」「創り出す校内研修」「リーダー教員のためのメンタルヘルス

マネジメント」等、機構が開発した研修教材 DVD のダイジェスト版を機構ホームページで提供

するとともに、開発した DVDを教育委員会や学校等へ提供した。 

 

 （オ）各教育委員会等が作成した教材に関する情報提供 

各都道府県・指定都市教育（研修）センター等において、研修の企画立案や教材を作成する

際の参考となるよう、各地で研修用に作成した教材等のホームページ公開情報を収集した機構

ホームページの教材一覧を更新し、情報提供を行った。 

・アクセス数  ３，２８２件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

 

【年度計画】 

② 教育委員会等への指導、助言 

ア 教育委員会と大学等との連携促進 

教育委員会と大学等が連携して行う研修プログラムを開発し、ホームページ等を通じて提供

するほか、教育委員会と大学が研究協議等の意見交換を行う場を提供するなど、機構、教育委

員会、大学等の相互の連携を深め、教員研修の工夫改善に寄与する。 

イ 研修講師情報や研修手法の提供 

機構が行う研修の講師情報のオンラインによる提供、教育委員会等が行う研修への機構職員

の講師派遣等により、研修手法等の普及に資する。 

ウ 研修情報の収集・提供 

教育委員会等が実施している研修等の情報を取りまとめ、オンラインによる提供等により、

教員研修の更なる充実を支援する。 

エ 研修施設・設備の提供 

利用要望に応じて研修施設・設備の提供を行うことにより、学校教育関係者等を対象とし

た研修等での利用を促進する。 

 

【実施状況】 

②教育委員会等への指導、助言 

ア 教育委員会と大学等との連携促進 

 教育委員会や教育センターが研修を企画・運営する際に参考となる研修カリキュラムを、さま

ざまな領域の課題解決に資する専門的な知見を持つ大学と実施機関としてのノウハウを持つ教育

委員会との連携により開発し、開発したカリキュラムを各教育委員会へ提供する事業として「教

員の資質向上のための研修プログラム開発支援事業」を実施し、その概要や報告書を機構ホーム

ページに掲載し、情報提供を行った。 

 

・平成３０年度の事業区分、対象、採択数 

事業区分 対象 採択数 

Ａ 教職大学院等研修プロ

グラムモデル開発事業 

機構との連携協定締結大学を中心とし

た国公私立の教職大学院等の大学院 
２２ 

Ｂ 大学・行政機関・民間

事業者等支援事業 

大学、都道府県又は市区町村の教育委

員会、教育センター、企業や全国的に

活動する NPO 等の民間教育団体等 

１８ 

合計 ４０ 
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・平成３０年度 教員の資質向上のための研修プログラム開発事業採択プログラム一覧 

Ａ 教職大学院等研修プログラム開発事業（２２機関） 

 委嘱先名 連携機関 プログラム名 

1 弘前大学 青森県教育委員会 自校の課題を的確に把握し同僚と共に課題解決に取り

組むことができるミドルリーダー養成のための研修プ

ログラム開発 

2 宮城教育大学 宮城県教育委員会 多面的効果測定を伴う教職大学院院協働による教員資

質向上プログラム開発 

3 秋田大学 秋田県教育委員会 新たな教員育成指標と研修体系に対応し「秋田の探求

型授業」の継承と発展を目指す養成・研修一体型プロ

グラムの開発 

4 茨城大学 茨城県教育研修セン

ター 

学校・教育委員会単位の研修支援及び地域の管理職育

成支援に関する研修プログラム開発 

「いばらき版デュアル支援システム」の開発 

5 宇都宮大学 栃木県教育委員会 

宇都宮市教育センター 

栃木市教育研究所 

県内教員と教職大学院生が協働する継続的な研修プロ

グラムの開発 

6 千葉大学 千葉県教育委員会 複数の教職大学院によるミドル・リーダー要請研修プ

ログラムの共同開発から履修証明制度及び単位互換制

度への展開 

7 上越教育大学 長野県教育委員会 理論と実践の往還を実現する研修体制の構築 

研修内容を自校に適合して校内研修を実現する研修プ

ログラムの開発 

8 福井大学 福井県教育委員会 教育委員会の研修と教職大学院のカリキュラムの接続 

「マネジメント研修」の教職大学院における単位認定

に向けて 

9 信州大学 長野県教育委員会 特別な教育現場へのフィールドワークを通して新たな

教育課題に対応する実践力を育むプログラムの開発 

10 岐阜大学 岐阜県教育委員会 

岐阜市教育委員会 

教職大学院と教育委員会・学校の協働による学校管理

職養成実習のモデル開発 

11 三重大学 三重県教育委員会 ライフステージに応じた教員研修プログラム共同開発 

教職大学院と教育委員会の連携・協働を通じた教員研

修プログラムの開発 

12 大阪教育大学 大阪市教育委員会 「エビデンスベースの学校改革」を推進可能な教員を

養成するための研修プログラム開発 

13 兵庫教育大学 明石市教育委員会 

西宮市教育委員会 

伊丹市教育委員会 

教師力を育てる指導主事の力量形成プログラム開発 

教員育成指標との関連を重視して 

14 岡山大学 岡山県教育委員会 校内OJTチームを核とした若手・中堅教員授業力向上研

修プログラム（授業力パワーアップセミナー）の研究

開発 

15 山口大学 山口県教育委員会 教職大学院と教育委員会の連携・協働が支え、受講生

自らが創るミドルリーダー養成プログラムの開発 

16 鳴門教育大学 徳島県教育委員会 

高知県教育委員会 

「教員育成養成」を踏まえた「習得・実践連動型」ミ

ドルリーダー（主幹教諭）研究の開発 

17 香川大学 香川県教育委員会 質の高い道徳科の授業づくりを支援する研修プログラ

ムの開発 

「四国道徳ラボ」を核として 

18 愛媛大学 愛媛県教育委員会 

松山市教育委員会 

教師のいじめ防止対応力を向上させる包括的研修プロ

グラムの開発 
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いじめＳＴＯＰアカデメイアの取組を核として 

19 福岡教育大学 福岡県教育委員会 

福岡市教育委員会 

北九州市教育委員会 

中核教員養成：ミドルリーダー研修プログラムを対象

とした教職大学院と教育センターとの能力評価システ

ムの開発に関する実証的研究 

20 熊本大学 熊本市教育センター 新学習指導要領に対応するためのＩＣＴを活用した教

員研修プログラム開発 

21 宮崎大学 宮崎県教育委員会 

西都市教育委員会 

日南市教育委員会 

若手育成と組織活性化を担うメンター育成を視点とし

た研修プログラムの開発 

ライフステージに応じた教職大学院のカリキュラムデ

ザインを活かした教育委員会 

22 鹿児島大学 鹿児島県教育委員会 教職大学院のコンサルテーション機能とシンクタンク

機能を活用した学校サポートプロジェクト 

 

Ｂ 大学・行政機関・民間事業者等支援事業（１８機関） 

 委嘱先名 連携機関 プログラム名 

23 宮城教育大学 宮城県教育庁 教育クラウドでのリフレクションを取り入れたＩＣＴ

活用型研修会の高度化と地域における研修体制の醸成 

24 埼玉大学 教育委員会(さいたま

市、川越市、越谷市

、川口市) 

学校の教育力アップのための「学校教育における現代

的課題に対応した研修カリキュラム」の開発Ⅱ 

政令市・中核市と協働した「研修パッケージ」 

25 信州大学 長野県教育委員会 

株式会社アソビズム 

プログラミング的思考の醸成に向けたプログラミング

教育を指導できる教員の研修プログラム開発 

26 京都教育大学  Ｗｅｂ講義コンテンツの活用とメンターシップ養成に

よる地域教員研修プログラムの開発 

27 宮城大学  高等学校における課題探求型学習指導者の基本スキル

を支えるリーダー養成プログラム 

28 日本女子大学  家庭・地域の信頼に応える危機管理マネジメント研修

開発プログラム 

29 北陸大学 株式会社Prima 

Pinguino 

越境的アクティブラーニング研修による若手教員の資

質向上プログラム 

30 立命館大学 草津市教育委員会 校内研修活性化を図る研修体系の在り方に関する研究 

小学校体育科における授業実践力向上研修プログラム

開発に関して 

31 畿央大学 香芝市教育委員会 学校教育の今日的課題の解決を基に学校づくりを目指

す。研修リーダーの育成と支援からなる校内研修プロ

グラム 

32 茨城県教育研

修センター 

 
校内研修の充実に向けた研修リーダー養成プログラム 

33 長野市教育委

員会 

信州大学 小・中・高校を一貫する系統的なカリキュラム編成と

運用に向けた教師のカリキュラム・マネジメント能力

育成のための研修プログラムの開発 

34 やまぐち総合

教育支援セン

ター 

山口大学 プログラミング的思考の要素概念に基づいて教科横断

的に各教科等の見方・考え方を理解するための研修モ

ジュールの開発 

35 公益社団法人

学校教育開発

研究所 

 
いじめ問題への対応力を高める教育相談コーディネー

ター養成プログラム 

36 特定非営利活

動法人TOSS 

 
「考え、議論する」道徳科を実現する研修プログラム 



25 

37 株式会社サマ

デイ 

一般社団法人日本ア

クティブラーニング

協会 

教育ポートフォリオを活用した非認知能力育成のため

のメンタリング研修 

38 株式会社時事

通信出版局 

 小学校教員を対象とした「いじめ防止研修」講師養成

プログラム 

39 株式会社早稲

田アカデミー 

宮崎市教育委員会 
新任臨時的任用講師研修プログラム 

40 岡山大学 福山大学 

岡山県教育委員会 

教育研修用DVD「学校教職員の不祥事をどう考え、いか

に防止するか」の開発 

 

イ 研修講師情報や研修手法の提供      

（ア）研修講師情報 

機構が実施している研修についての講師情報（講師名、職名、専門分野、研修名）を、機構

ホームページに掲載し、各都道府県・指定都市・中核市教育委員会等へ情報提供を行った。 

（イ）研修手法の提供 

  教育委員会等の要請により、職員を研修会講師として都道府県教育（研修）センター等に派  

遣し、研修手法等の普及を行った。 

    ・講師派遣数 ７７件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（ウ）研修相談窓口 

教育委員会等が実施する研修への支援等を行うため、研修に関する相談窓口を引き続き開設  

した。 

・相談件数９４件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（エ）各教育委員会等が作成した教材に関する情報提供 

     各教育委員会等が作成した教材情報を「各教育委員会等作成教材一覧」として、機構ホーム

ページに掲載し、各都道府県・指定都市・中核市教育委員会等へ情報提供を行った。 

 

ウ 研修情報の収集・提供  

都道府県等教育（研修）センターが実施している研修情報を収集し、各都道府県・指定都市・

中核市教育委員会等へ電子媒体で提供するとともに、機構ホームページで情報提供を行った。 

 

  エ 研修施設・設備の提供               

施設提供事業として、英語教育推進リーダー中央研修など学校教育関係者等を対象とした研修

等での利用を促進した。 

 

区 分 平成２９年度 平成３０年度 

件  数 ４１件 ４２件 

使用料収入 20,372 千円 30,713千円 
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【年度計画】 

③ 教員等の資質向上のための援助 

ア 教育長等を対象とした会議の開催 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12 月 24 日閣議決定）（以下、「平

成 25 年閣議決定」という。）で示された「センター業務の更なる効率化、機能強化、教育委員

会や大学等との連携の更なる推進、研修対象の拡大」を踏まえ、教育長を対象とする会議を開

催し、教育長等の研修機会の充実に寄与する。 

イ 研修企画・立案担当者を対象とした会議の開催 

教育委員会の教育センター等の研修担当主事等を対象とする会議を開催し、研修企画・立案

能力の向上に寄与する。 

ウ アクティブ・ラーニングに関する研修プログラムモデルの普及及び会議の開催 

アクティブ・ラーニングに係る指導方法等を充実させるため、研究協議等を行う会議を開催

するほか、前年度までに構築した研修プログラムについて、教育委員会等への周知を図る。 

 

【実施状況】 

③教員等の資質向上のための援助 

ア 教育長等を対象とした会議の開催   

日本教職大学院協会との共同主催により、教育長等教育行政幹部職員を対象として、「教育長             
等教育行政幹部職員セミナー」を、東京、神戸、福岡の３会場で実施した。セミナーでは「多様      

化する教育課題に、教育行政はどう立ち向かうか」のテーマの下、教育行政と首長部局の連携、 

教職員の業務改善、教職員と専門スタッフとの連携、学校・家庭・地域との連携等に関する講 

義や協議をとおした研鑽や情報交換の場を提供した。 

 

イ 研修企画・立案担当者を対象とした会議の開催  

教育委員会の教育センター等の研修担当主事等を対象とする「研修企画担当職員研究セミナー」

を開催し、教育委員会と大学等で構成する「協議会」の構築や「指標」等の策定ついて先進事例

を共有するとともに、指標や研修計画の研究協議等を行った。 

 

ウ アクティブ・ラーニングに関する研修プログラムモデルの普及及び会議の開催 

アクティブ・ラーニングに係る指導法を充実させるため、「新たな学びに関する教員の資質能

力向上のためのプロジェクト（平成２７～２９年度）」が終了した平成３０年度においても、引

き続き、以下の普及活動を実施し、教員の資質向上を図るとともに、新学習指導要領の円滑な実

施に寄与した。 

（ア）研究協議セミナーによる普及 

アクティブ・ラーニングに関する指導方法等を充実させるための研究協議を行うセミナー

を全国６会場（千葉、岐阜、滋賀、徳島、福岡、鹿児島）で開催し、１,１５１名が参加し

た。主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善に取り組んでいる授業実践事例や、研修

プログラムモデルを共有するとともに、具体的な授業記録（ビデオ）をもとに子供の学びの

見取り方や、授業者の指導に対する分析についての研究協議を行った。 

（イ）各教育委員会主催の研修等へ講師派遣 

教育委員会主催研修等への講師派遣を行い、主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善 

に取り組んでいる授業実践事例や、研修プログラムモデルを共有するとともに、具体的な授

業記録（ビデオ）をもとに子供の学びの見取り方について伝達した。 

・講師派遣数 ３４件（平成３０年４月～平成３１年３月） 
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（ウ）研修プログラムモデルの普及 

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善につなげるための「研修プログラムモデ 

ル」として、研修プラン３０プラン等と、各研修プランを解説する５分程度の動画を３２本

を、機構ホームページにて公開し、普及を図った。 

・アクセス数 １２，６４９件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（エ）授業実践事例（２００事例）の普及 

主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善に取り組んでいる「授業実践事例（２００事 

例）」を機構ホームページにて公開し、普及を図った。 

・アクセス数 ４１，６９１件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（オ）機構実施研修への成果の反映 

新たな学びに関する教員の資質能力向上のための調査研究プロジェクトメンバーが、教職員 

等中央研修において演習を担当し、プロジェクトの成果を同研修に反映させ、主催研修の高度 

化・充実化に寄与した。 

 

【年度計画】 

（２）教職大学院等との連携 

教職大学院などの大学等とのネットワークを構築し、機構の全国的な教員研修・支援のハブ

機能を整備・充実するとともに、研修に関する高度な知識を持つ専門職員や教職大学院及び大

学の教職課程を担う人材の育成、教職大学院等の大学等の院生や教員の研究・交流を支援する

ため、以下の事業を行う。 

① 教職大学院の院生等に対する支援 

教職大学院やその院生等に対する支援のため、機構が行う研修を受講する機会を提供す

る。そのため、教職大学院等との連携協力協定の締結を拡大・充実するとともに、主催す

る研修を 90 分１コマとし、教職大学院が機構の研修カリキュラムを活用しやすい環境を整

備するとともに、地方セミナーを開催することにより、教員養成・研修の高度化に寄与す

る。 

② 教職大学院の教員等に対する支援 

教職大学院の教員等の研究・交流支援のための会議を開催し、教職大学院等と教育委員

会が連携・開発した研修プログラムの普及を図るほか、教員養成及び現職研修のカリキュ

ラム向上を促進する。 

③ 教職大学院等と教育委員会との連携の促進 

教職大学院等と教育委員会が連携して行う研修のプログラムを開発し、ホームページ等を

通じて提供することにより、教員研修の一層の高度化に資する。 

【実施概要】 

 教職大学院等の大学との連携を推進するため、新たに８大学と連携協定を締結し連携協定大学が４０

大学となった。この連携協定に基づき、機構は、教職大学院の院生等に、学校組織マネジメント研修を

始めとする機構の多種多様な研修等を受講し、そのうち８９名の院生等に対し機構の修了証等をもって

教職大学院の単位認定が行われた。これにより、教職大学院の院生や教員等を支援するとともに、教職

大学院の講座の多様性と質の確保に寄与した。また、「教職大学院教職院研究セミナー」を実施し、教

職大学院等の教員の研究・交流を支援した。さらに、教職大学院等の大学と教育委員会が組織的に連携

・協働し、両者が保有する研修資源を組み合わせて行う研修プログラムの協働開発事業に対して、支援

を行うことで、特色ある研修プログラムの開発が実現した。これは両者が連携・協働したことにより得

られた結果であり、その成果報告書を機構ホームページで全国に提示した。 
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 更なる連携の取組として、組織の人員・予算の効率化を図り、業務体制を整えた上で、海外の大学等

との連携・協力を推進した。OECD 事務局から TALIS ITP（初期教員準備調査）会議の開催要請を受け、

機構がホスト機関として会議の実施・運営を担った。さらに、OECD 及び世界９カ国から教育に関する専

門家が日本に集まる機会を捉え、機構主催による初の国際シンポジウムを開催し、大学・教育関係者等

約１７０名が参加した。また、当機構とタイ教育省等が連携し、機構主催による初の海外の教員研修を

開催し、タイ校長約２０名の校長が参加した。 

【実施状況】 

①教職大学院の院生等に対する支援    

教職大学院等の大学との連携を推進するため、平成３０年度は新たに８大学と連携協定を締結

し、連携協定締結大学数が４０大学となった。 

これら連携協定締結した教職大学院等の学生等１４６名が、機構が実施する学校組織マネジメン

ト指導養成研修を始めとする多種多様な研修を受講した。そのうち、８９名の教職大学院等の学生

に対し、機構の修了証等をもって単位認定が行われた。 

これにより、教職大学院の院生等を支援するとともに、教職大学院の講座の多様性と質の確保に

寄与した。 

・連携協定締結大学数 

平成２７年度 １大学 

平成２８年度 １８大学 

平成２９年度 １３大学 

平成３０年度 ８大学 

合計  ４０大学 

 

 ・受講研修と人数 

学校組織マネジメント指導者養成研修 ６８名 

いじめの問題に関する指導者養成研修 １５名 

キャリア教育指導者養成研修 ８名 

道徳教育指導者養成研修 ７名 

小学校における外国語教育指導者養成研修 ６名 

教育相談指導者養成研修 ５名 

言語活動指導者養成研修 ５名 

カリキュラム・マネジメント指導者養成研修 ４名 

学校教育の情報化指導者養成研修 ２名 

教職大学院プログラム（鹿児島大学、常葉大学）  ２６名 

合計 １４６名 

 

・単位認定学生数 

宮城教育大学 ３４名 

信州大学  ８名 

島根大学  ２名 

山口大学  ７名 

秋田大学 １２名 
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常葉大学 １０名 

鹿児島大学 １６名 

合計 ８９名 

 

②教職大学院の教員等に対する支援 

平成３０年４月に、教職大学院の教員等を対象とした「教職大学院セミナー」を、「全国研修担

当者セミナー」と合同開催し、教育委員会と大学等で構成する協議会の構築や指標等の策定につい

て先進事例を共有するとともに、全国の教育（研修）センターの研修担当者と合同で、指標や研修

計画の研究協議等を行うことを通して、教職大学院の教員等への研究・交流の支援を行った。 

また、日本教職大学院協会と連携協定を締結し、３年を経ることを踏まえ、両者が連携して教員

の資質能力の向上の新たな取り組みを協議する場として、平成３１年２月に、日本教職大学院協会

と共催で「教職大学院教職員研究セミナー」を開催した。育成指標を元に教員研修を実施する上

で、教職大学院の役割が増加していること、教員の資質能力の向上に向け、教育委員会、教職大学

院、機構が実施する研修等のそれぞれの強みを生かすための方策について、先進的に取り組む教職

大学院の事例発表等を踏まえ、研究・協議した。 

 

③教職大学院等と教育委員会との連携の促進 

教職大学院等の大学と教育委員会が組織的に連携・協働し、両者が保有する研修資源を組み合わ

せて行う研修プログラムの共同開発事業に対して、機構が支援を行うことで、以下のような特色の

ある研修プログラムの開発が実現した。 

これらは、各地域の教職大学院等の大学と教育委員会が連携・協力を活用したことにより得られ

た成果であり、その成果を全国に提示することで、教員の資質向上の全国的な充実を支援した。 

・ 校内 OJT チームを実質的に稼働させるとともに、若手・中堅教員の授業力向上の支援に大学教

員が組織的・継続的に、参画・支援することで、次世代の教員に求められる学習指導や校内研修

の理論と方法を研究開発し、その研修プログラムを開発した。（岡山大学） 

・ エビデンスベースの学校改革を推進することが可能な教員を養成するため、「妥当性・具体性・

実行可能性の高い学校改革案の作成」及び「改革案の進捗状況及び成果を評価するデータ収集・

分析法」を習得することを目的とした研修プログラムを開発した。（大阪教育大学） 

・ 教頭登用試験合格者等を対象として、学校経営専門職を育成するための実習プログラムを開発

した。具体的には、「実習」を、大学院での理論知の上に、それを効果的に実践するための知識や

技能を形成する効果的な科目と位置づけ、能動的な学びによる実践的形成のカリキュラムを開発

した。（岐阜大学） 

 

 ④更なる連携の取組（海外の大学等との連携・協力の推進） 

近年、諸外国から、日本の教育制度やカリキュラム等に高い関心が寄せられており、国において

も 2016 年５月のＧ７サミット・教育大臣会合「倉敷宣言」や 2017 年５月のインフラシステム輸出

戦略において、日本の「強み」を活かした国際協働の促進や人材育成をソフトインフラと位置付け

た海外に対する教育協力の推進が求められている。これらの動向を踏まえ、海外の大学・研究機関

・行政機関からの要請に応えるため、年度計画に基づく上記①～③の取組に加え、更なる連携・協  

力の取組として、組織の人員・予算の効率化を図り、業務体制を整えた上で、以下の取組を実施し

た。 

  ア OECD との連携及び国際シンポジウムの開催 



30 

    OECD 事務局から TALIS ITP（初期教員準備調査）に関する最終会議（Final Conference）を日

本で開催したいとの要請を受けたことを踏まえ、機構がホスト機関として当会議の実施・運営を

担った。また、OECD 及び世界９カ国から教育に関する専門家が日本に集まる貴重な機会を捉え、

機構主催による国際シンポジウム「教員の養成・採用・研修をめぐるエビデンスと研究の活用」

を開催、大学・教育関係者等約１７０名が参加した。当機構が国際シンポジウムを開催したのは

これが初めてである。 

 

イ タイ教育省教育関係機関等との連携による研修の実施 

平成２８年７月に機構がタイのコーンケン大学と締結した教員研修に関する連携協定に加え、

平成２９年５月に文部科学大臣とタイ教育大臣が会談し、日本型教育の海外展開についてタイか

らの支援要請を受けたことを踏まえ、タイ教育省ティーチャーズカウンシル、国立教職員開発研

究所（NIDTEP）、コーンケン大学(IRDTP)、宮城教育大学、福井大学等と連携し、タイ校長（２０

名）に対し、機構と福井大学による３日間のスクール・マネジメントに関するプログラムと宮城

教育大学による防災教育に関するプログラムの研修を実施（平成３０年１０月）した。海外の教

員に対する研修を実施したのは、これが初めてである。 

 

ウ 汎用性のある国際研修カリキュラムの構築及び海外の教員への研修の効果測定・評価手法等の

開発 

人材育成の海外展開を研究の観点から進めるため、「日本型教員研修の海外展開及び国際連携

ネットワーク構築事業」を立ち上げ、国内大学等と連携し、タイ校長への研修の実施や同研修の

効果測定・評価手法等を調査・研究（大阪市立大学に３年間の研究委託を行い、平成３０年度が

初年度となる）し、汎用性のある国際研修カリキュラムを構築するとともに、新たな研修手法や

評価のあり方等、本事業による研究成果の日本の教員研修への還元を目指す取組に着手した。 

 

  エ EDUCA（タイ教育省主催）への協力 

    タイ・バンコクで開催される EDUCA（タイ教育省主催、教員の能力開発をテーマとした教育エ

クスポ）主催者からの要請を受けたことを踏まえ、EDUCA のメインイベントである国際会議にお

いて、アメリカやフィンランド等と並び、機構上席フェローが日本の道徳教育の取組等について

基調講演を行った。 

 

上記のほか、日本における教員研修のナショナルセンターとして、海外の教育関係者の視察等を

積極的に受入れ、日本の教員研修制度や機構の役割、事業等に関する情報提供等を行った。 

    ・デンマーク私立学校協会所属の学校長         ２０名（９月） 

・カンボジア教育省職員等                ４名（１０月）      

・サブサハラ・アフリカ地域ＪＩＣＡ研修員（行政職員等） ９名（１月） 

・アルバニア教育省高官等（事務次官等）         ２名（３月） 
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４．学校教育関係職員が職務を行うに当たり必要な資質に関する調査研究及びその成果の普及  

【年度計画】 

（１）調査研究の実施 

機構が主体となり、大学や教育委員会、都道府県・指定都市・中核市等の教員センター、民

間教育事業者等と連携し、養成・採用・研修の改善に資する専門的・実践的な調査研究を実施

する。 

平成 30 年度は、次の研究を実施する。 

① 育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関する調査研究プロジェクト 

② 教員の養成・採用・研修の一体改革に資する国際的動向に関する調査研究プロジェクト 

③ 教員免許等の在り方に関する調査研究プロジェクト 

④ 新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト 

⑤ 学校経営におけるタイムマネジメントに関する調査研究プロジェクト 

⑥「校務の効率化」を企図した学校組織マネジメントに関する調査研究プロジェクト 

（２）成果の普及 

調査研究の成果については、機構が実施する各種事業の企画・立案に適切に反映させるとと

もに、機構ホームページにおける情報提供や学校教育関係者等を集めた会議等で発表し、その

普及を図る。また、大学等はもとより広く一般にも公開するため、平成 30 年度以降に作成す

るデータベースについて、その内容や各種データの整理を行う。 

 

 

【実施状況】 

教育公務員特例法等の一部改正により、機構として教職員の資質向上に関する調査研究等を行うこと

になったことから、平成２９年度から教員の養成･採用･研修の改善を目的とした調査研究に着手した。  

教員の養成・採用・研修の改善に資する専門的・実践的な調査研究を実施し、機構の各種事業に反映

させるとともに、学校教育の関係者に広く普及させることを目的に、平成３０年度においては、次の６

つの調査研究プロジェクトを実施した。 

①  育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関する調査研究プロジェクト 

②  教員の養成・採用・研修の一体改革に資する国際的動向に関する調査研究プロジェクト 

③  教員採用試験の改善に関する調査研究プロジェクト 

④  新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト 

⑤ 学校経営におけるタイムマネジメントに関する調査研究プロジェクト 

⑥ 新たな時代を担うスクール・マネジメントに関する調査研究プロジェクト 

 

 調査研究プロジェクトの研究組とその運営、研究成果の普及と活用については、以下のとおりであ

る。 

＜研究組織＞ 

本機構の専任フェローと、研究・開発で活用が期待されるクロスアポイントメント制に類似した

任用形態をとる特任フェローに加え、各調査研究プロジェクトの研究領域で優れた業績を上げてい

る研究者を客員フェローとして招き研究組織体制を構築した。 

その結果、専任フェロー２名、特任フェロー２名、客員フェロー２０名（プロジェクト併任を含

む。）の専門研究者による、少数精鋭の研究組織の編成が実現した。 
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プロジェクト名 

育成協議会の

設 置 と 育 成 指

標・研修計画の

作 成 に 関 す る

調査研究 

教員 の 養 成・ 採

用・ 研 修の 一体

改革に資する国

際的動向に関す

る調査研究 

教員採用試験の

改善に関する調

査研究 

新 た な 学 び に

関する教員 の

資質能力向上

のための調査

研究 

学校経営にお

けるタイムマネ

ジメントに関す

る調査研究 

新たな時代を担

うスクール・マネ

ジメントに関す

る調査研究プロ

ジェクト 

専任フェロー １名 １名 ― ― ― ― 

特任フェロー ― ― ２名 ― ― ― 

客員フェロー ４名 ４名 ３名 １名 ７名 ３名 

特別研究員等 ― ― １名 ３名 ― ４名 

 

 ＜研究組織の運営＞ 

プロジェクトリーダー会議を開催し、研究計画や研究内容の相互関連を戦略的、計画的に検討

し、効果的な調査研究を行った。 

かかる研究組織とその運営により、質の高い研究成果を実現し、高度なコストパフォーマンスが

実現した。 

 

＜研究成果の普及＞ 

調査研究プロジェクトの研究課題・テーマに応じて、３つの学術学会、２つの国際シンポジウ

ム、中央教育委員会のワーキンググループの会議で、研究成果をもとに発表を行った。 

また、６プロジェクトのうち、２ヶ年の調査研究を行った５プロジェクトが研究報告書等を作成

し、教育委員会、教育（研修）センター、教職大学院等に配付した。 

さらに、平成３１年３月に東京で成果報告会を開催し、参加した教育委員会、教育（研修）セン

ター、教職大学院関係者１５３名に対し、各プロジェクトリーダーが発表（プレゼンテーション）

を行った。 

加えて、成果報告会の発表（プレゼンテーション）については動画として収録し、各プロジェク

トの報告書とともに、機構ホームページに掲載し、普及を行った。 

 

＜研究成果の活用＞ 

当機構の教職員等中央研修及びセミナーの専門化・高度化を図るエビデンスを提供するととも

に、研修企画に資する提言を行った。 

また、研究内容を基にプロジェクト研究メンバーが研修やセミナーで講義・演習を実施するな

ど、研究成果を研修に活用した。 

さらに、指導法に関する調査研究では、全国６箇所で研究協議セミナーを実施し、授業記録（ビ

デオ）をもとに子供の学びの見取り方や、授業者の指導分析に対する分析についての研究協議を行

うなど調査研究の成果の活用を図った。 

 

６つのプロジェクトの個別の調査研究実施内容と成果普及の取り組みは以下のとおりである。 

 

① 育成協議会の設置と育成指標・研修計画の作成に関する調査研究プロジェクト 

ア 調査研究の実施 

（ア）育成指標の機能と活用状況を探るため、47都道府県・20指定都市の管理職及び教諭の育成指標

について分析し類型化とその特長を明らかにするとともに、訪問インタビューによる育成指標策
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定過程と指標の活用実態について調査を行った。 

（イ）指標策定の全国的動向について情報提供を行うため、各都道府県・指定都市教育委員会を対象

とした「指標作成に関するアンケート」調査を実施した。   

イ 研究成果とその普及・活用  

（ア）日本学校改善学会で、教員育成指標と校長育成指標に関する内容を発表し、調査研究の成果の 

普及を図った。 

（イ）全国で策定された教員及び校長の育成指標をテキストマイニングの手法による計量分析と訪問

調査等の質的研究によって整理するとともに、英国のスタンダードとの比較を行い、我が国の育

成指標の特長と課題、教員の成長支援体制の在り方をまとめた報告書を作成・配付し、研究成果

の普及を図った。 

（ウ）「全国研修担当者セミナー」「教職大学院セミナー」において、教育委員会で策定された育成

指標の特色について分析した結果を報告する等、育成指標に係る今後の取組に参考となる情報を

提供し、それを踏まえた議論を行うことによりセミナーの充実を図った。また、「研修企画担当

職員研究セミナー」において育成指標に基づく研修計画作成に資する情報を提供し、受講者はそ

れを踏まえた専門的検討を行うなど研究セミナーの充実を図った。 

 

② 教員の養成・採用・研修の一体改革に資する国際的動向に関する調査研究プロジェクト 

ア 調査研究の実施 

教員の養成・採用・研修に係る国際動向を探るため、ＥＵ、アメリカ、オーストラリア、OECD を

中心に教育政策に関する報告書、データについての分析や文献研究を行うとともに、当該国の教育

政策関係者への訪問インタビュー等による調査を行った。 

イ 研究成果とその普及・活用 

（ア）日本教師教育学会で諸外国の教育政策の調査を踏まえ、教師教育機関の自律性に関する発表を

行った。 

（イ）OECD TALIS ITP（初期教員準備調査）において、国別レポートをまとめるとともに、日本で開

催された調査の総括となる Final Conference、及び当機構主催のナショナル・シンポジウムを開

催し、教員の養成・採用・研修に関する各国データとそれをエビデンスとして活用する方法など

について報告・議論するなど、研究成果の普及を図った。このシンポジウムには６ヶ国９人のシ

ンポジスト招聘、日本側参加者１６９人と活発な議論を展開した。 

（ウ）我が国における教員養成・採用・研修における諸課題を明らかにし、それらに関連する国内外

の実証研究が示す知見を整理するとともに、我が国と類似した課題を持つ諸外国において導入さ

れた教育施策と施策の根拠とされているエビデンスをまとめた報告書を作成・配付した。 

（エ）機構職員を対象として、国際調査結果を踏まえた研修を実施し、機構の主催研修の企画に資す

る情報提供を行った。 

  

③ 教員採用試験の改善に関する調査研究プロジェクト 

ア 調査研究の実施  

教員採用選考試験の支援方策を検討するため、各都道府県教育委員会等に対して、共通問題作成

の必要性の有無や、採用選考のニーズ等を把握することを目的としたアンケート調査を行った 

イ 研究成果とその普及・活用  

（ア）中教審答申による教員採用に関する現状と課題を踏まえた今後の改革の具体的な提言に基づ

き、都道府県・指定都市教育委員会等の教員採用選考試験の共通問題等に関するアンケート調査
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結果を分析し費用負担、試験方法、試験問題の質等の課題の検討を行い、報告書を作成・配付

し、研究成果の普及を図った。また、アンケート結果を教員採用選考試験の実施主体である都道

府県等の教育委員会と共有した。 

（イ）教員採用選考試験の共通問題作成に関するアンケート結果について分析し、教員採用選考試験

の共通問題等について「利用したい」と考える教育委員会が 7 割を超え、自由記述においては働

き方改革の観点からも実現を求める意見が複数寄せられるなど、多くの教育委員会が高い期待を

持っていることを明らかにした。また、これらを踏まえた今後の教員採用選考試験の在り方や実

施方法の検討に資する提言を行った。 

 

④ 新たな学びに関する教員の資質能力向上のための調査研究プロジェクト 

ア 調査研究の実施  

「主体的・対話的で深い学び」の実現を図る研修の在り方を検討するため、学校訪問と授業視察

を行うとともに、その授業記録（ビデオ）を持ち帰り児童生徒の認識や技能、活動の変容に視点を

置いて分析し、授業改善と校内研修で議論すべき観点を探った。 

  

イ 研究成果とその普及・活用 

（ア）日本教材学会で新学習指導要領の趣旨を反映する主体的･対話的で深い学びに基づいた教材開

発の視点について発表した。 

（イ）中央教育審議会の学習評価ワーキンググループの会議で主体的･対話的で深い学びの評価に関

する内容について、調査研究の成果を踏まえて発表した。 

（ウ）国立教育政策研究所で、英国、シンガポール、オーストラリアの研究者が参加する国際シンポ

ジウムに日本代表として、アクティブ･ラーニングの教室環境に関する内容について、調査研究

成果に基づいて発表を行った。 

（エ）主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善につなげる「研修プログラムモデル」として、

研修プラン３０プラン等と、各研修プランを解説する５分程度の動画を３２本を、機構ホームペ

ージにて公開し、普及を図った。 

・アクセス数 １２，６４９件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（オ）主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善に取り組んでいる「授業実践事例（２００事

例）」を機構ホームページにて公開し、普及を図った。 

・アクセス数 ４１，６９１件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（カ）新学習指導要領で要請されている主体的･対話的で深い学びを実現する校内研修の在り方を明

らかにするため全国 150 校・400 授業を訪問・調査し質的研究の手法に基づき調査内容を分析整

理して校内研修における授業分析と議論すべき観点をまとめたブックレットを作成・配付し、研

究成果の普及を図った。 

（キ）調査研究の成果を活用し、アクティブ・ラーニングに関する指導方法等を充実させるための

研究協議を行うセミナーを全国６会場（千葉、岐阜、滋賀、徳島、福岡、鹿児島）で開催し、

１,１５１名の参加があった。主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善に取り組んでいる

授業実践事例や、研修プログラムモデルを共有するとともに、具体的な授業記録（ビデオ）を

もとに子供の学びの見取り方や、授業者の指導に対する分析についての研修協議を深めた。 

（ク）教育委員会主催研修等への講師派遣を行い、主体的・対話的で深い学びの視点から授業改善に

取り組んでいる授業実践事例や、研修プログラムモデルを共有するとともに、具体的な授業記

録（ビデオ）をもとに子供の学びの見取り方についての考え方を深めた。 

・講師派遣数 ３４件（平成３０年４月～平成３１年３月） 

（ケ）新たな学びに関する教員の資質能力向上のための調査研究プロジェクトメンバーが、教職員等

中央研修において演習を担当し、プロジェクトの成果を同研修に反映させ、主催研修の高度化・
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充実化に寄与した。 

  

⑤ 学校経営におけるタイムマネジメントに関する調査研究プロジェクト 

ア 調査研究の実施 

勤務時間管理の適正化の推進を目的として、教員の勤務実態についての歴史研究（1970 年代の

史料分析）、韓国・英国における教員の業務やワークライフバランスについての調査、都道府県・

指定都市の勤務時間に関する研修内容についての調査及び民間企業に対しタイムマネジメントや感

情労働の多い業種の顧客対応などに関するインタビュー調査を行った。 

イ 研究成果とその普及・活用     

（ア）他業種のタイムマネジメント、地方自治体の教職員の働き方に関する施策、韓国・英国の働き

方革に関わる施策について行った座談会やインタビューの言語記録を整理分析するとともに、我

が国の教職員の働き方改革の歴史的な省察をまとめた報告書を作成・配付し、研究成果の普及を

図った。 

（イ）機構主催セミナー「教師の働き方改革～多忙化の改善に向けて～」において、調査研究の成果

を紹介し、全国 21都道府県から指導主事、校長など約６０名が参加し、働き方改革のリーダー

層の育成に寄与した。 

 

⑥ 新たな時代を担うスクール・マネジメントに関する調査研究プロジェクト  

ア 調査研究の実施   

従来の学校組織マネジメント論を、全ての教職員の参加によって、教育課程の編成・実施・診断

・評価・改善を通して、学校の特色を創り上げていく営みであるという視点から捉え直し、研修プ

ログラムの開発及び実験的に講座を実施し、参加者に事後アンケート調査を行った。 

イ 研究成果とその普及・活用    

（ア）各都道府県・指定都市教育センターが主催して実施するマネジメント研修の現状を把握し課題

を明らかにするため、各都道府県・指定都市教育センターに対してアンケート調査を行った。 

（イ）プロジェクトで試行的研修プログラムを開発し、連携協定大学と共催して「学校改善をはかる

マネジメント能力の育成―マネジメント研修の刷新をめざして―」と題するセミナーを実施し、

アンケート調査等を分析して研修効果の検証を行った。 

 

 

５．免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定に関する事務 

【年度計画】 

免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定に関する事務が移管されたことを受け、免許状

更新講習認定申請等システムの導入を含む実施体制を整備し着実に運用するとともに、文部科

学省と緊密な連携を図りつつ、関係法令を踏まえ、本講習の認定に関する事務を確実に実施す

る。 

【実施状況】  

  教育職員免許法に基づく免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定について、免許状更新講習規

則及び教育職員免許法施行規則を踏まえ、文部科学省と緊密な連携を図り、本講習の認定に関する事

務を以下のとおり実施した。 

 

（１）免許状更新講習の認定事務 
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① 平成３０年４月から１２月までは平成３０年度に実施される講習、１２月以降は次年度に実施

される講習の申請を受け付け、審査を行った。３月までに、３０年度の講習６４３講習、次年度

の講習９，７０８講習の審査を完了し、文部科学省による認定が行われた。 

② 平成３０年４月から「免許状更新講習認定申請等システム」を導入したことにより、大学等の

申請者が行う申請のオンライン化、申請内容のデータベース化、機構が行う認定事務の電子化が

実現した。これにより、機構の認定事務の効率化、大学等の申請者の事務の効率化が進んだ。 

 

 ・システム導入による更新講習認定事務の主な効率化 

区分 システム導入前 システム導入後 効率化の内容 

申請のオ
ンライン化 

・申請書は、申請者が、
Excel 形式による所定の様
式により作成する。 

・システム上での入力により
提出 
・所定様式の変更は不可とな
るとともに、提出前のエラー
チェックが自動となる。 
・システム上で申請情報の修
正状況等を確認できる。 
・申請情報を修正する際に
は、該当項目のみ編集できる
ように制限される。 
・同じ内容の項目、自動で入
力可能な項目は、自動的に
申請書に反映される。 
 

・所定の様式の変更を目視で
チェックする必要がなくなっ
た。 
・提出時のエラーチェックによ
り、入力漏れや入力ミスを目
視でチェックする必要がなくな
った。 
・修正項目が明確になり、認
識違いがなくなった。 
・上記により、申請者との修
正のやり取りが大幅に減っ
た。 
・申請者の申請書等作成に
かかる負担が減った。 

申請のオ
ンライン化 

・１講習につき、１枚（両面
印刷）の申請書（200 講習
の場合は 200 枚）を、紙媒
体で郵送する。 

・申請者が、システム上に必
要項目を入力すると、自動的
に申請書（帳票）が作成さ
れ、認定者がシステム上で閲
覧可能となる。 

・申請者の印刷及び郵送の
負担が減った。 

申請情報
のデータ
ベース化 

・申請書とともに、講習一覧
を作成し、Excel データで提
出する。 

・申請者が、システム上に必
要項目を入力すると、申請情
報のデータベースが生成され
る。 
 

・申請者の講習一覧の作成
及びメール送付の負担が減
った。 

申請情報
のデータ
ベース化 

・変更届、廃止届及び評価
結果報告書は、押印の上、
郵送する。 

・申請者が、システム上に必
要項目を入力すると、自動的
に変更届、廃止届及び評価
結果報告書（帳票）が作成さ
れる。 

・申請者の印刷、押印及び郵
送の負担が減った。 

申請情報
のデータ
ベース化 

・申請書、変更届、廃止届
等の内容は、申請者には
データベースとして提供さ
れていなかった。 

・申請者と認定者の双方で最
新の申請状況を共有できる。 
・システム上に申請、変 更
届、廃止届及び評価報告の
ステータスを表示することが
可能 
・申請者がシステムに入力し
た情報は、検索機能やリスト
出力機能によって、再利用す
ることが可能となる。 

・申請者と認定者の間の情報
共有が円滑になり、申請者か
らの問い合わせが減った。 
 
 
・申請者は入力した情報を再
利用して、他のシステムへの
入力や文書の作成等が可能
となり、事務負担が減った。 

認定事務
の電子化 

・メールによる提出では、各
申請者がファイルを暗号化
するなどのセキュリティ対
策を行っていた。 

・システム上での入力や帳票
のアップデート・ダウンロード
は、すべて暗号化され、セキ
ュリティが確保されるようにな
った。 

・申請者等の送受信におい
て、セキュリティ対策にかか
る負担が減った。 
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③ 同システムの導入によって、大学等の申請者にとっては従来の手続きから大きく変更となった

が、操作マニュアルを提供するとともに、操作方法等に関する質問や相談に年間を通してきめ細

かく対応し、これによって、多数の申請が集中する時期にも、大きな混乱が生じることなく、全

ての申請者が新たなシステムによって申請を完了することができた。 

④ また、機構においては、同システムの機能を最大限に活用し、同時に認定事務の作業要領や審

査のポイント等を整備し係内で共有することによって、申請の受付から、複数名の担当者による

審査、文部科学省による認定のための文書の準備までの事務の流れを、最適な方法で分担した上

で、進捗状況の共有、職員間相互の補助ができるよう工夫し、認定事務の効率化をさらに促進し

た。これによって、申請が集中する１月、２月には１ヶ月当たり約４，０００講習の申請を受け

付けたが、当初予定した日程のとおり審査を完了し、文部科学省による認定が行われた。 
 

（２）免許法認定講習等の認定事務 

平成３１年３月末までに、延べ１４４大学・教育委員会から受け付けた平成３０年度又は次年度

の講習の申請について、滞りなく審査を完了し、文部科学省による認定が行われている。 

 

 

６．教員資格認定試験の実施に関する事務 

【年度計画】 

教員資格認定試験の実施に関する事務が移管されたことを受け、文部科学省及び大学と緊密

な連携を図り、関係法令を踏まえ、本試験問題作成及び試験実施に関する事務を確実に実施す

る。 

【実施状況】             

  教育職員免許法に基づく教員資格認定試験の実施について、教育資格認定試験規程を踏まえ、文部

科学省及び大学と緊密な連携を図り、秘密保持に十分留意した上で、本試験問題作成、及び試験実施

に関する事務を確実に実施し、以下の全日程を滞りなく終了した。 

  なお、平成３０年度試験において受理した出願件数は、幼稚園１０２名、小学校１，０１８名、特

別支援学校２６５名である。 

４月   「試験の案内」を公表 

５～６月 出願受付 

８月   特別支援学校教員資格認定試験 第１次試験 

９月   幼稚園教員資格認定試験及び小学校教員資格認定試験 第１次試験 

９月   特別支援学校教員資格認定試験 第２次試験 

１０月  幼稚園教員資格認定試験及び小学校教員資格認定試験 第２次試験 

１１月  小学校教員資格認定試験 第３次試験 

１１月  特別支援学校教員資格認定試験 最終合格発表 

１２月  幼稚園教員資格認定試験 最終合格発表 

１月   小学校教員資格認定試験 最終合格発表 

認定事務
の電子化 

・機構の認定にかかる情報
や認定審査の進捗状況等
は、多数の Excel ファイル
に情報が分散した状態で
管理していた。 

・機構の認定にかかる情報
は、データベースで一元管理
される。 
・認定審査状況もシステム上
で管理され、自動で進捗ステ
ータスが表示される。 

・機構の各 Excel ファイル間
の整合性の確認が不要とな
り、負担が減った。 
・機構のデータの管理や検索
・加工が効率的になり、受付
にかかる時間が短縮された。 
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Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

【年度計画】 

１．経費等の縮減・効率化 

機構の業務運営に際しては、一般管理費について、経費節減のための見直しを継続して行

い、計画的な削減に努めることとし、前年度に比較して３％以上、また、業務経費（新規に追

加される業務による支出を除く。）についても前年度に比較して１％以上の効率化を図る。 

また、契約業務においては、調達等合理化計画を着実に実施し、競争契約における一者応札

件数の割合を 10％未満とするなど適正な調達を行い、契約監視委員会において点検を実施す

る。 

さらに、物品等の購入に当たっては、環境負荷の低減に資するべく引き続き環境物品等の調

達を推進する。 

 

【経費等の縮減・効率化の実績】 

（１）経費等の縮減・効率化 

   警備、清掃、食堂運営等、継続的なサービス提供を必要とする業務等について複数年契約を引き

続き実施するとともに、施設各所の照明のＬＥＤ化や一部の研修についてこれまで印刷物であった

資料をＣＤ-ＲＯＭ化したほか、調査研究における委託事業の箇所数や実施経費の見直しを図った

こと等により、一般管理費（△３％）及び業務経費（△１％）と削減目標を達成した。 

    

（２）契約の適正化 

① 調達等合理化計画の状況 

    「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５月２５日総務大

臣決定）に基づき策定した調達等合理化計画に沿って、一者応札・応募に関する調達の改善に努

めた。 

一般競争入札等の実施に当たっては、競争参加資格要件の緩和や公告期間の延長（従前の原則

１０日以上から２０日以上を確保）等を実施し、数多くの業者が入札等に参加できるように競争

性の確保に努めた。 

   なお、地方開催の研修会場等の借り上げについては、予め決定している開催日程、会場規模等

の条件により会場等を早期に確保する必要があることから、契約（予約）をする機会を失しない

よう随意契約として実施した。 

平成３０年度の一般競争入札等における一者応札・応募の割合は、２件、２．９％と目標を達

成した。 

 

区 分 競争契約件数(a) 一者応札・応募件数(b) 一者応札・応募率(b/a) 

平成２８年度 ７０件 ９件 １２．９％ 

平成２９年度 ６３件 ６件  ９．５％ 

平成３０年度 ７０件 ２件  ２．９％ 

 

② 契約監視委員会における点検・見直しの実施 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５月２５日総務大

臣決定）に基づき設置した契約監視委員会（委員は監事１名、外部有識者２名（弁護士１名、公

認会計士１名））を開催し、平成３０年度調達等合理化計画の内容について、一者応札に関する

調達や経費節減・効率化に関する調達の適正性等の点検を行い、適切に実施されたことを確認し

た。 
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③ 調達関係情報の開示 

ホームページに調達情報のページを設け一般競争入札や企画競争・公募の公告を掲載し、より

多くの参加者を募ることで競争性を確保するとともに、「公共調達の適正化について」（平成１

８年８月２５日財計第２０１７号）に基づき、競争入札や随意契約に係る情報（契約結果の情

報）を開示し、引き続き契約業務の透明性の確保に努めた。 

 

④ その他 

物品等の調達に当たっては、引き続きグリーン購入法に適合する環境に配慮した製品等の調達

に努めた。 

 

【年度計画】 

２．間接業務等の共同実施 

国立特別支援教育総合研究所、国立女性教育会館及び国立青少年教育振興機構と共同した間

接業務等の実施に当たっては、費用対効果等を検証しつつ継続して行う。 

 

（１）４法人による間接業務等の共同実施 

平成２５年閣議決定を踏まえ、４法人による間接業務等の共同実施に関する協議会報告書に基づ

き、間接業務等の共同実施についての検討を進め、これまで４法人において１５業務の共同実施を

行ってきた。その結果、１５業務以上を行うこととした当初の目的を達成しているが、さらに、平

成３０年度は、新たに、本機構が担当し、災害時に必要となる非常食の調達及び４法人の職員の資

質・能力向上を図り、組織の円滑な業務実施に資することを目的とした専門研修（情報セキュリテ

ィ研修）の２業務を行った。 

非常食については、これまで法人ごとに調達していたが、平成３０年度から共同調達によること

としたため、当該年度に予定していた追加購入、保存期間切れに対応した買い替え等について、４

法人それぞれに契約事務を行うことなく１法人が一括で契約事務を行うことにより、業務の効率化

を図ることができたほか、調達数量をまとめたことによるスケールメリットが働き、費用の軽減を

図ることもできた。 

職員研修の共同実施については、新たに、専門研修（情報セキュリティ研修）を本機構の担当で

実施（平成３１年２月）した。一部、ディスカッションを取り入れることで、各法人の現状や課題

についての情報交換を行うなど、複数の法人で職員研修を行うメリットを生かすとともに、各法人

が個別に研修を実施する場合に比べ経費節減及び実施の効率化も図ることができた。 

これにより、中期目標で検討することとしていた１５業務を超えて１７業務の共同実施を達成し

た。 

 

（２）上記以外の共同調達 

上記閣議決定とは別に、機構においては、筑波研究学園都市を所在地とする筑波大学など８機関

（平成３０年度に１機関が新規加入し８機関となった。）で行っている物品の共同調達にも参加し

ており、平成３０年度には、トイレットペーパーとＰＰＣ用紙の２品目について共同調達を実施し、

機構単独で調達するより安価で購入することができた。 
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【年度計画】 

３．予算執行の効率化 

業務経費を「研修事業」、「研修に関する指導、助言及び援助等事業」、「調査研究」及び「免

許法関連事務」の４つのセグメント・収益化単位（その他法人共通経費を含めて５つのセグメ

ント・収益化単位）に区分し、適時・適切に予算及び実績の管理を行い、効率的な予算執行を

行う。 

 

（１）セグメント区分による予算管理 

  予算の執行にあたっては、当初の年度計画においては、第５期中期計画に沿って業務経費を「研

修事業」、「研修に関する指導、助言及び援助等事業」、「調査研究」及び「免許法関連事務」の

４つのセグメント・収益化単位（その他法人共通経費を含めて５つのセグメント・収益化単位）に

区分することとして整理していたが、会計検査院の指摘を踏まえて、独立行政法人会計基準との整

合性を図るべく、文部科学省と協議のうえ、３月に中期計画の変更認可を得て、平成３０年度の表

示から、業務経費を「研修事業」、「指標に関する専門的助言」、「指導、助言及び援助」、「調査研究

及びその成果の普及」、「更新講習等認定事業」及び「教員資格認定試験実施事務」の６つのセグメ

ント・収益化単位（その他法人共通経費を含めて７つのセグメント・収益化単位）に区分し、セグ

メントごとの予算及び実績の管理を行うことに改め、適切な予算運営を行うこととした。 

 

（２）効率的な予算執行 

平成３０年度の予算執行においては、事業内容を絶えず見直すことによって事業のスクラップ・

アンド・ビルドに努め、早急に取り組む必要が生じた教育課題等に即座に対応するなど、限られた

予算を有効に活用し効率的な予算執行を図った。 

また、年度途中での執行状況を把握することにより、業務経費、人件費等の予算配分を見直し、

新規事業等への充当、施設・設備の整備などを行った。 

   事業の一部は以下のとおり。 

    ①新たな課題に対応するための教職大学院セミナーの追加開催 

    ②教職大学院プログラムの見直しによる追加・改廃 

③学校組織マネジメント指導者養成研修の追加開催 

④アクティブ・ラーニングに関する研修プログラムモデルの普及について、平成２９年度で終了

を予定していたものを事業展開の重要性から平成３０年度も継続して実施 

    ⑤老朽化や安全性確保を図るための施設・設備の整備 
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Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

【年度計画】 

固定経費の削減、財務内容等の透明性の確保に努めるとともに、研修・宿泊施設について、その

必要性を不断に見直すとともに、ホームページ等を通じた更なる利用促進を図る。これにより、自

己収入の増収を図り、適切な予算運営を行う。 

また、近隣施設の料金を検証しつつ、貸付料金の設定を行い自己収入の拡充を図る。 

１．予算 

２．収支計画 

３．資金計画 

【実績】 

機構の予算を７つのセグメント・収益化単位に区分し、セグメントごとの予算及び実績の管理を

行うことに改めて予算運営を行うこととした。 

また、決算に係る各事業年度の財務諸表や決算報告書等をホームページで公開するとともに、直

近の決算について図や表を交えて解説した「決算の概要」も公開し、開示内容の充実に努めた。 

 研修・宿泊施設については、研修の参加人数に対応するとともに、研修の実施環境や居住環境に

配慮し、受講者が研修に集中でき、かつ気持ちよく研修を受けられる運営を念頭に置いて施設・設

備の整備・充実に努めた。 

 また、ホームページに利用者向けの案内を設け外部への利用促進を図るなどにより新たな使用者

を獲得することができた。 

  貸付料金については、近隣の公共施設の使用料や民間宿泊施設の料金を参考にして改正の必要性

について検討を行っている。 

  



42 

予算額 決算額 差引増△減額 予算額 決算額 差引増△減額

収入 (a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

　運営費交付金 161 161 0 2 2 0

　施設整備費補助金 2 2 0 - - -

　自己収入 150 147 △3 - - -

計 314 311 △3 2 2 0

支出 (a) (b) (a)-(b) (a) (b) (a)-(b)

　一般管理費 - - - - - -

　業務経費 237 242 △5 2 2 0

　人件費 74 71 3 1 1 0

　施設整備費 2 2 0 - - -

計 314 316 △2 4 4 0

予算額 決算額 差引増△減額 予算額 決算額 差引増△減額

収入 (a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

　運営費交付金 490 490 0 144 144 0

　施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0

　自己収入 0 0 0 0 0 0

計 490 490 0 144 144 0

支出 (a) (b) (a)-(b) (a) (b) (a)-(b)

　一般管理費 - - - - - -

　業務経費 373 387 △14 117 110 8

　人件費 116 111 5 26 29 △3

　施設整備費 0 0 0 - - -

計 489 499 △9 144 139 5

予算額 決算額 差引増△減額 予算額 決算額 差引増△減額

収入 (a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

　運営費交付金 24 24 0 105 105 0

　施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0

　自己収入 0 0 0 27 32 5

計 24 24 0 132 137 5

支出 (a) (b) (a)-(b) (a) (b) (a)-(b)

　一般管理費 - - - - - -

　業務経費 25 22 3 111 96 14

　人件費 4 4 △0 16 17 △1

　施設整備費 0 0 0 - - -

計 29 26 3 127 113 14

区分

事業費

更新講習等認定事務 教員資格認定試験実施事務

区分

事業費

研修事業 指標に関する専門的助言

区分

事業費

指導、助言及び援助 調査研究及びその成果の普及

１．予算                                （単位：百万円） 
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予算額 決算額 差引増△減額 予算額 決算額 差引増△減額

収入 (a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

　運営費交付金 339 339 0 1,266 1,266 0

　施設整備費補助金 0 0 0 2 2 0

　自己収入 0 0 0 177 179 2

計 339 339 0 1,445 1,447 2

支出 (a) (b) (a)-(b) (a) (b) (a)-(b)

　一般管理費 162 162 0 162 162 0

　業務経費 0 0 0 866 860 6

　人件費 178 182 △5 415 415 0

　施設整備費 0 0 0 2 2 0

計 339 344 △5 1,445 1,439 5

区分
法人共通 合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）金額は、単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。 

※差引増減額の主たる事由 

○収入 

・自己収入の増額は、資格認定試験における受験手数料収入の増による。 

○支出 

・業務経費の減額は、研修事業における諸経費の見直し等による減。 
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計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

費用の部 343 225 118 2 2 0

　一般管理費 0 0 0 0 0 0

　業務経費 269 166 104 1 1 0

　人件費 74 57 18 1 1 0

　雑損 0 1 △ 1 0 0 0

　臨時損失 0 2 △ 2 0 0 0

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

収益の部 343 288 △ 56 2 3 0

　運営費交付金収益 161 133 △ 29 2 3 0

　施設費収益 0 0 0 0 0 0

　自己収入 150 135 △ 16 0 0 0

　資産見返負債戻入 32 20 △ 12 0 0 0

　臨時利益 0 1 1 0 0 0

当期総利益 0 62 1 1

計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

費用の部 491 414 77 144 133 10

　一般管理費 0 0 0 0 0 0

　業務経費 374 320 54 117 104 13

　人件費 117 89 28 26 29 △ 3

　雑損 0 1 △ 1 0 0 0

　臨時損失 0 4 △ 4 0 0 0

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

収益の部 491 476 △ 14 144 147 3

　運営費交付金収益 491 444 △ 46 144 144 0

　施設費収益 0 0 0 0 0 0

　自己収入 0 0 0 0 0 0

　資産見返負債戻入 0 31 31 0 3 3

　臨時利益 0 1 1 0 0 0

当期総利益 △ 1 62 0 13

区分

事業費

指導、助言及び援助 調査研究及びその成果の普及

区分

事業費

研修事業 指標に関する専門的助言

２．収支計画                              （単位：百万円） 
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計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

費用の部 21 40 △ 20 135 252 △ 117

　一般管理費 0 0 0 0 0 0

　業務経費 17 29 △ 12 119 204 △ 85

　人件費 4 11 △ 7 16 49 △ 32

　雑損 0 0 0 0 0 0

　臨時損失 0 0 0 0 0 0

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

収益の部 22 22 0 134 136 3

　運営費交付金収益 22 22 0 107 105 △ 2

　施設費収益 0 0 0 0 0 0

　自己収入 0 0 0 27 32 5

　資産見返負債戻入 0 0 0 0 0 0

　臨時利益 0 0 0 0 0 0

当期総利益 2 △ 18 △ 2 △ 116

計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

費用の部 350 354 △ 5 1,485 1,421 64

　一般管理費 172 177 △ 6 172 177 △ 6

　業務経費 0 0 0 898 824 74

　人件費 178 177 1 415 412 3

　雑損 0 0 0 0 1 △ 1

　臨時損失 0 0 0 0 1 △ 6

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

収益の部 350 348 △ 1 1,485 1,419 △ 65

　運営費交付金収益 340 335 △ 4 1,266 1,184 △ 82

　施設費収益 0 0 0 0 0 0

　自己収入 0 0 0 177 166 △ 11

　資産見返負債戻入 10 14 4 42 67 25

　臨時利益 0 0 0 0 2 2

当期総利益 0 △ 6 0 △ 1

区分

事業費

更新講習等認定事務 教員資格認定試験実施事務

区分
法人共通 合　　　　　計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）金額は、単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。 

※差引増減額の主たる事由 

○費用の部 

・業務経費の減額は、研修事業の見直し等による減。 

○収益の部 

・運営費交付金収益の減額は、予算の縮減・効率化等による減。 

・自己収入の減額は、宿泊料収入等の減による。 

・資産見返負債戻入の増額は、固定資産に係る減価償却費の増加による。 
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計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

資金支出 311 226 85 2 2 0

　業務活動による支出 311 187 125 2 1 1

　投資活動による支出 0 39 △ 39 0 0 0

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

資金収入 311 396 168 3 2 0

　業務活動による収入 311 394 82 3 2 0

　　運営費交付金によ
　　る収入

161 256 95 3 2 0

　　自己収入 150 137 △ 13 0 0 0

　投資活動による収入 0 2 2 0 0 0

　　施設整備費補助金
　　による収入臨時利益

0 2 2 0 0 0

計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

資金支出 493 416 74 143 134 10

　業務活動による支出 493 344 147 143 111 33

　投資活動による支出 0 73 △ 73 0 23 △ 23

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

資金収入 493 425 △ 131 143 131 △ 13

　業務活動による収入 493 425 △ 66 143 131 △ 13

　　運営費交付金によ
　　る収入

493 425 △ 65 143 131 △ 13

　　自己収入 0 0 0 0 0 0

　投資活動による収入 0 0 0 0 0 0

　　施設整備費補助金
　　による収入臨時利益

0 0 0 0 0 0

区分

事業費

指導、助言及び援助 調査研究及びその成果の普及

区分

事業費

研修事業 指標に関する専門的助言

３．資金計画                              （単位：百万円） 
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計画額 決算額 差引増△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

資金支出 21 40 △ 40 134 254 △ 254

　業務活動による支出 21 33 △ 33 134 209 △ 209

　投資活動による支出 0 7 △ 7 0 44 △ 44

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

資金収入 18 20 3 138 153 15

　業務活動による収入 18 20 2 138 153 15

　　運営費交付金によ
　　る収入

18 20 2 111 122 11

　　自己収入 0 0 0 27 32 5

　投資活動による収入 0 0 0 0 0 0

　　施設整備費補助金
　　による収入臨時利益

0 0 0 0 0 0

計画額 決算額 差引増
△減額 計画額 決算額 差引増
△減額

(a) (b) (a-b) (a) (b) (a-b)

資金支出 340 356 △ 17 1,443 1,429 14

　業務活動による支出 340 294 45 1,443 1,180 263

　投資活動による支出 0 62 △ 62 0 249 △ 249

(a) (b) (b-a) (a) (b) (b-a)

資金収入 340 311 △ 28 1,443 1,437 △ 6

　業務活動による収入 340 311 △ 28 1,443 1,435 △ 8

　　運営費交付金によ
　　る収入

340 311 △ 28 1,266 1,266 0

　　自己収入 0 0 0 177 169 △ 8

　投資活動による収入 0 0 0 0 2 2

　　施設整備費補助金
　　による収入臨時利益

0 0 0 0 2 2

区分

事業費

更新講習等認定事務 教員資格認定試験実施事務

区分
法人共通 合　　　　　計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）金額は、単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。 

 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

 

【年度計画】 

短期借入金の限度額は４億円とする。 

短期借入金が想定される事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合である。 

なお、想定されていない退職手当の支給などにより緊急に必要となる経費として借入するこ

とも想定される。 

 

【実績】 

該当無し 
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Ⅴ 剰余金の使途 

 

【年度計画】 

機構の決算において剰余金が発生したときは、研修事業の充実、研修に関する指導、助言及

び援助等の充実、調査研究事業の充実、免許法関連事務の充実、機能強化・組織見直し、施設

・設備整備等の充実に充てる。 

 

【実績】 

  該当無し 

 

 

Ⅵ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

【年度計画】 

１．施設・設備に関する計画 

 ・受講者の安全を確保するとともに、受講者が快適に研修を受講できるよう、施設・設備等の

整備を行う。 

・研修施設について、ホームページを通じて貸出可能施設及び日時を随時提示することによ

り、学校教育関係職員等を対象とした研修利用を引き続き促進し、施設の有効利用を図る。

これにより、研修施設の稼働率を 90％以上に、宿泊施設の稼働率を 60％以上にする。 

・運動施設について、受講者、職員の健康維持、福利厚生に供すること及び地域のスポーツ施

設又は防災拠点等として有効活用するため、近隣市町村や学校等への周知を行うとともに、

ホームページ等を通じた貸出可能日時等の提示に取り組み、施設の有効利用を図る。また、

稼働日数の把握を行い、中期目標期間中の稼働率 50％以上を目指し取り組む。 

 

【施設・設備に関する実績】 

（１）施設・設備の整備 

第３宿泊棟及び講義棟の経年劣化・雨漏り等への対応として、平成３０年度第２次補正予算にお

いて外壁改修工事事業が措置され、３０年度中に設計業務が終了した。本体工事は、３１年度への

繰越事業として手続きを進めているところである。 

 改修経費：８５，０３９千円（財源：施設整備費補助金） 

（２）施設の安全対策・快適な研修環境の整備 

災害時の安全対策・外国人研修生受入れ等の観点や快適な研修環境の整備、バリアフリー対策の

一環として、当初予定していなかった以下に示す各事業について、業務の効率化等により捻出した

財源を活用して優先的に事業を実施した。 

① ３か所に点在していた屋外防災倉庫を避難場所となるグランド脇の一箇所に集結させるととも

に、災害時において地域住民にも供することができるよう、非常食等の備蓄品の追加、簡易トイ

レの充実等を行った。 

② 正面玄関に照明を設置し、日没後の研修生の歩行や近隣中学生の自転車等の通行の安全面での

改善を図った。 

③ 構内３か所にある施設案内板の表示を英語併記のものに更新し、外国人受け入れの対応を図っ

た。 

④ 宿泊室利用者が、研修期間中快適に過ごせるよう、かつ、インフルエンザ等感染症予防の観点
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から、宿泊棟全居室内へ加湿機能付空気清浄機を設置し、研修環境改善に向けた整備を行った。 

⑤ 管理棟１階の男女兼用トイレを改修し、車椅子での使用もできる多目的トイレを整備した。こ

れにより、管理棟及び第２研修棟における車椅子対応用トイレ不足の状況が改善された。 

⑥ 第２研修棟西側に障害者用駐車場を整備し、職員、受講生等に対する利便性の向上を図った。 

 

（３）施設・設備の有効活用の推進 

施設提供事業として、学校教育関係者、地域の社会教育活動関係者等を対象とした研修等での利

用を促進した。特に、９月につくば市で開催された国際情報オリンピックに参加する世界各国の高

校生等２６０名を８日間に渡って受け入れ、大会の運営に協力した。 

研修施設の利用においては、２月から３月の約１ヵ月半に渡り、ハローワークが主催する高齢者

スキルアップ講習会のために研修室を提供した。また、英語検定の試験会場としても使用するなど、

冬季の主催研修が無い時期に新規の利用があった。 

体育施設（体育館）は、地元プロバスケットボールチームが茨城県の小中高校生を対象としたバ

スケットボール教室の開催のために定期的に利用するなど新規の利用があった。 

研修施設は稼働率９０％以上、宿泊施設は稼働率６０％以上を目標とし、平成３０年度は、それ

ぞれ、９５．９％、６０．８％と目標を達成した。 

中期目標期間中に稼働率５０％以上を目指すこととしていた運動施設について、平成２９年度か

ら稼働率の集計を開始し、平成３０年度の稼働率は、５４．４％と目標を達成した。 

施設提供及び施設の稼働状況は以下のとおりである。 

 

施設提供事業の状況 

区 分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

件  数 ３８件 ４１件 ４２件 

使用料収入 25,711 千円 20,372 千円 30,713 千円 

研修施設・宿泊施設の稼働状況 

区 分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

研修施設 ９１．５％ ９３．１％ ９５．９％ 

宿泊施設 ６３．２％ ６０．１％ ６０．８％ 

     運動施設の稼働状況 

区 分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

運動施設 ― ５３．２％ ５４．４％ 

 

（４）研修・宿泊施設の管理について 

施設の維持管理・運営業務については、「公共サービス改革基本方針」（平成２７年７月閣議決

定）に基づいた民間競争入札を平成２８年度に実施し、平成２９年度から同業務を実施している。

（複数年（４年）契約の２年目） 
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【年度計画】 

２．人事に関する計画 

・機構の研修事業や調査研究事業の高度化等及び業務運営の継続性に留意しつつ、人件費の適切な

執行に努める。 

・手当を含む役職員給与については、平成 25 年閣議決定を踏まえるとともに、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、その検証結果や取組状況を公表する。 

・教員研修等の企画・立案、実施、評価等のより一層の充実を図るため、また、機構職員としての

スキルアップを図るため、所内及び所外の研修会への参加機会を拡充する。 

・新たな業務移管等を踏まえ、職員の育成、教育委員会等との人事交流等、適正な人事配置を行

う。 

 

【人事に関する取組】 

（１）人件費の適切な執行 

  ① 平成３０年４月より、免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定事務並びに教員資格認定試     

験の実施事務が文部科学省より移管され、新たに認定事務等を行う免許企画室を設置した。当該

事務内容を習得するため、平成２９年度に文部科学省の所管課に派遣した機構職員を帰任させ、

免許企画室に配置した。文部科学省において、当該事務は業務量が多く多忙な勤務状況であった

ことから、機構では、大学等による申請手続きをオンライン化するとともに、認定事務を効率的

・迅速に処理するための「免許状更新講習認定申請等システム」を開発・稼働し、事務の効率化

を図った上で、係長１名、係員２名（平成２９年度に文部科学省に派遣した職員１名を含む）に

加え事務補佐員４名の計７名体制でスタートし、繁忙期となる１２月からは、係員１名及び事務

補佐員１名を追加した計９名体制とした。 

② 研修に関する研究や研究の観点を取り入れた理論的な研修の改善を行うため、つくば中央研修

センター長（上席フェローを兼任）を採用するとともに、次世代教育推進センターにおいては上

席フェローを新たにセンター長として充てた。 

③ 平成３０年度に、すべての研修事業をつくば中央研修センターに一元化し、研修の企画・立案、

研修運営に係る業務の分業の見直しを行い、効率化を図ったことにより、研修事業に係る人件費

を縮減した。 

  

平成３０年度の人件費決算額は、上記①のとおり常勤職員約４名分の業務が新たに加わったにも

かかわらず、上記③などの内部の人事の適正配置を図ることによって、対前年度比で常勤職員約２

名分の 10,385 千円の伸びに留めている。なお、予算額に対する決算額の差額については、研修事

業、調査研究及び免許関係事務の充実並びに国際連携・協力の推進などの新たな事業展開のための

経費に充てている。 

（単位：千円） 

区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

人件費 予算額 421,779 421,779 421,779 432,379 

人件費 決算額 339,914 339,373 330,237 340,622 

（注）人件費の範囲は、国家公務員の俸給及び諸手当で、退職手当及び福利厚生費は含まない。 
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（２）職員の給与水準 

給与水準（ラスパイレス指数） 

区  分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

対国家公務員（行政職(一)） 
年齢・地域・学歴勘案 

97.7% 99.4% 96.9% 99.4％ 

 

機構職員の給与は、「一般職の職員の給与に関する法律」に準拠しており、国家公務員と同様の

給与体系とし、年齢・地域・学歴差を是正した給与水準の比較指標において、国家公務員の水準未

満となっていることから給与水準は適正である。 

また、文部科学大臣の検証結果において、これまでも役員の報酬については「妥当である」、職

員の給与については「適正である」となっており、その検証結果や取組状況をホームページにおい

て公表した。 

 

（３）職員の育成 

職員の育成のため、以下の取組を実施し、機構業務の実施に関する企画・立案能力等の専門性を

高め、意識向上を図った。 

  

① ＯＪＴ（オン･ザ･ジョブ･トレーニング）による職員の育成 

   養成・採用・研修の一体改革を担う中核拠点という新たなミッションの実現が求められ、全職

員の資質向上が喫緊の課題となっている。小規模ながら、様々な経験を有する職員がおり、具体

的には以下の取組を行い、多様性のメリットを生かしたＯＪＴを意図的に実施し、職員の育成を

行った。 

つくば中央研修センターにおいては、センタ－長（研究者）、指導主事等の経験を有する研修

プロデューサー、ポストドクターの研修特別研究員が相互連携して、理論と実践を融合させて、

研修の企画を行う体制を整備した。月２回の研修プロデュース室会議を通して、研修のＰＤＣＡ

サイクルをより一層機能させるとともに、職員の資質向上を図った。 

次世代教育推進センターにおいては、月２回の連絡会を実施し、各担当業務の進捗状況や課題

の共通理解を図った。次世代教育推進センターが所管する業務については、調査研究、広報、免

許関連事務など多岐にわたるが、機構が求められるミッションと各業務がどのように関連してい

るかの意識付けを図った。 

② 教員の養成・採用・研修に関する専門性を高める研修 

今後の教員の資質能力向上に関する政策の動向や新たな教育課題に対応し、実効性のある教職

員への総合的な支援や研修の企画・運営を行うという本機構の目標を達成するためには、職員の

資質向上が不可欠であり、機構の調査研究の成果を様々な事業の企画・立案に反映させるための

研修を実施するとともに、総務省や文部科学省主催の各種研修・セミナー等（３０研修（講座））

に延べ４８名が参加した。 

また、機構の職務を遂行する上で必要となる能力について職員自身が振り返り、自主的なキャ

リアアップの意識を涵養するため、全職員を対象とした「スキルアップ研修制度」を設け、自ら

のキャリアアップに必要な外部研修等（放送大学を含む）の受講を幅広く認めるとともに、研修

の受講料や旅費等の一部を機構が支援し、４１研修（講座）に延べ６３名が参加した。 
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監査室

総務係

総括係

経理係

調達係

施設係
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調査企画課

つくば中央研修センター

理事
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監事

本部事務局

資格認定試験係
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調査企画係

広報室
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フェロー

（４）人事配置  

○平成３０年度組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○常勤職員数 

平成３０年度末状況は以下のとおりである。 

                  （人）                  （人） 

平成２９年度末  平成３０年度末 

総務部 １４  本部事務局 １５ 

 総務部長 １   本部長 １ 

総務企画課 ５[２]  総務企画課 ６ 

財務課 ８  財務課 ８ 

事業部 １６  つくば中央研修センター １３ 

 事業部長 １   センター長 １ 

研修事業課 １５  研修事業課 １２ 

次世代教育推進センター ７[１]  次世代教育推進センター １２ 

 

 

 

センター長 [１]   センター長 １ 

フェロー ２  フェロー １[１] 

調査企画課 ５  調査企画課 １０ 

合計 ３７  合計 ４０ 

    ※ [  ]書きは併任で外数。 

 

① 組織の再改編 

平成３０年４月より、機構業務等を統括する本部事務局、研修事業を統括するつくば中央研修

センター、調査研究等を統括する次世代教育推進センターの三体制を敷き、本部長・各センター

長のリーダーシップの下で各業務を推進するとともに、相互の連携を図りながら研修の更なる高

度化や養成・採用・研修に関わる機関間ネットワークの拡大を図る等、教職員に対する体系的、

総合的支援拠点としての機能を一層充実させる取組を進めた。 
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② 適切な人事配置 

    つくば中央研修センター及び次世代教育推進センターにおいて、各センター長を研究者が担い、

研修に関する研究や研究の観点を取り入れた理論的な研修の改善を行う新たな機能を付加し、体

制の強化を図った。つくば中央研修センターでは、センタ－長（研究者）を新たに採用し、その

リーダーシップの下、指導主事等の経験を有する研修プロデューサー、ポストドクターの研修特

別研究員が相互連携して、理論と実践を融合させて、研究の視点を一層取り入れた研修の企画を

行うこととした。次世代教育推進センターについては、センター長を機構理事が併任していたが、

平成３０年度より上席フェロー（研究者）をセンター長とし、また、新たに研究者２名を特任フ

ェローとして採用し、機構の調査研究の組織体制を拡充した。 

       平成３０年４月より、免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定事務並びに教員資格認定試     

験の実施事務が文部科学省より移管され、新たに認定事務等を行う免許企画室を設置した。当該

事務内容を習得するため、平成２９年度に文部科学省の所管課に派遣した機構職員を帰任させ、

免許企画室に配置した。文部科学省において、当該事務は業務量が多く多忙な勤務状況であった

ことから、機構では、大学等による申請手続きをオンライン化するとともに、認定事務を効率的

・迅速に処理するための「免許状更新講習認定申請等システム」を開発・稼働し、事務の効率化

を図った上で、係長１名、係員２名（平成２９年度に文部科学省に派遣した職員１名を含む）に

加え事務補佐員４名の計７名（繁忙期となる１２月以降に係員１名及び事務補佐員１名を追加し

計９名）体制とした。これらの業務を行う体制を整えるため、組織の人員・予算の効率化を図り、

文部科学省からの業務移管初年度から円滑に事務を行うための人事配置を行った。 

  

      なお、平成３０年度における人事交流等機関は以下のとおりで、人数は１９人となっている。 

  文部科学省（６人）、宮城県教育委員会（２人）、茨城県教育委員会（２人）、 

千葉県教育委員会（１人）、京都府教育委員会（１人）、鹿児島県教育委員会（１人）、 

筑波大学（３人）、東京学芸大学（１人）、鳴門教育大学（１人）、 

高エネルギー加速器研究機構（１人） 

                          

③ 今後の機能強化に向けた人事方針の策定 

今後、平成３０年度に組織した本部事務局・つくば中央研修センター・次世代教育推進センタ       

ーの三体制をより強固なものとし、研修の更なる高度化や養成・採用・研修に関わる機関間ネッ            

トワークの拡大を図るため、今後とも研究者の登用を行うとともに、組織の安定的運営の観点か   

ら、プロパー職員の積極登用や非常勤職員の無期雇用契約を行うなど今後の機能強化に向けた人  

事方針の策定を行った。 

 

（５）働き方改革 

   近年、国を挙げて「働き方改革」が進められており、機構においても、適切なワーク・ライフ・

バランスの実現を目指し、育児や介護、自身の疾病等、職員それぞれの事情に応じた多様な働き方

ができるよう体制を整備するとともに、職員の健康に対する意識向上のため、以下の取組を行っ

た。 

  ・ 移動時間の短縮による職員の業務の生産性・効率性の向上や、育児休暇や介護休暇の取得まで

は必要としないが育児や介護等を行う必要のある職員のため、テレワーク実施（試行）要項を決

定し、テレワークの導入に向けた試行を開始した。 



54 

  ・ 超過勤務については、内容及び超過勤務時間を管理職に事前申請し必要に応じて超過勤務命令

を行う取組の徹底や、管理職自らができる限り定時に退所し、定時退所を促したことにより、前

年度に年間平均１９５時間／１名であったが、平成３０年度は年間平均１４８時間／１名に減少

した。 

  ・ 健やかで生産性の高い職場環境を保持し、職員一人一人が自らの健康について自己管理ができ

るよう、セルフケアに関する基礎知識やストレスセルフチェックリストを毎週配布し、意識の向

上を図った。 

 

（６）特任フェローの採用及び客員フェローの委嘱 

   機構が調査研究を開始し２年目となる平成３０年度においては、研修事業の高度化を図るための

調査研究を一層充実させるため、特任フェロー２名を採用するとともに、客員フェロー２０名の委

嘱を行った。本機構として取り組むべき研究課題を設定し、上席フェロー・特任フェロー・客員フ

ェローが専門性を生かし、プロジェクトチームを組織して、調査研究プロジェクトを実施した。 

各調査研究プロジェクトにおいては、必要に応じて柔軟に、国内外の調査や会議を開催できるこ

ととし、２～３年間で、教員研修に資するための調査研究成果を出すよう各フェローに依頼した。

プロジェクトチームごとに調査研究の進め方や成果公表の目標を定め、各フェローの専門の研究や

研究成果の生かし方などのアイデアを集約し、短期間で、教員研修の質の向上につなげるための調

査研究プロジェクトとしたことで、研究開始から２年間で、５つのプロジェクトで成果報告書を作

成・配布し、平成３１年３月には、第１回調査研究プロジェクト成果報告会を開催した。 

 

【年度計画】 

３．内部統制の充実・強化 

独立行政法人教職員支援機構法を踏まえ、教職員に対する総合的支援を行う全国拠点としての

役割が担えるよう、機構組織の見直しを実施するとともに、機構の業務の有効性及び効率性、事

業活動における法令等の遵守、資産の保全及び財務報告等の信頼性を確保するため、内部統制シ

ステムを整備し、次の取組等により充実・強化を図る。また、内部統制の仕組みが有効に機能し

ているかどうかのモニタリング・検証を行う。 

・機構における業務及び会計の適正を期するため、内部監査を実施する。 

・外部有識者を含めた自己点検・評価委員会において、機構の業務運営について、自己点検・

評価を実施し、業務運営の改善を促進する。 

・各業務の運営上のリスクについて、組織改編を踏まえたリスク分類表の見直しを実施し、こ

れに基づきリスクの低減を図るよう対処するとともに、引き続き状況に即応した見直しを図

る。 

・倫理及びコンプライアンスに関する研修等を実施し、役職員等の意識・モラルの向上を図る。 

 

（１）内部統制の充実・強化に関する取組 

今後の教員の資質能力向上に関する政策の動向や新たな教育課題に対応し、実効性のある教職員

への総合的な支援や研修の企画・運営を行うため、役職員間の情報共有の推進、課・係を超えたチ

ーム制で新たなミッションに係る業務実施など、組織間の風通しをよくしながら、各職員が主体的

に、目的意識を持って業務を遂行できるよう啓発を図っている。 

機構の管理運営、研修事業等について適切に現状を把握・評価するため、機構役員等と外部有識

者によって構成される自己点検・評価委員会を開催し、評価等の検証を行った。 



55 

また、小規模法人であることの特性を生かし、理事長が直接職員に対して意図を伝える機会を         

設けるとともに日常的なモニタリング等を行っている。平成３０年度には、理事長から直接全役職

員に対し、平成３０年４月の組織改編を踏まえ、法人の機能強化に向けた具体的な運営方針等につ

いて講話・訓示し、目的の明確化及び職員の意識の啓発を図った（平成３０年４月、平成３１年１

月）。 

さらに、迅速な意思決定、効率的な組織運営を図るため、隔週開催する事務連絡会（役員及び部

課長等が出席）において、各課からそれぞれの課題について報告し協議することにより、法人全体

の課題として共通認識が図られ、適切な方針決定がなされるようにしている。 

なお、つくば本部・大手町事務所・一ツ橋事務所をテレビ会議システムによって繋ぐことによ り、       

法人全体がリアルタイムで情報共有できるよう環境を整えている。 

上記に加え、平成３０年度は更なる充実・強化を図るため、次の取組を実施した。 

・各業務の運営上のリスクの把握及び対応の見直し 

組織改編や平成３０年度より開始した免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定事務並び

に教員資格認定試験の実施事務の新たな業務の追加を踏まえ、各業務の運営上のリスクの把握

及び対応の見直しを図った。 

・倫理・コンプライアンスに関する職員研修等の実施 

当機構が研究機関になったことに伴い、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイ

ドライン（平成１９年２月文部科学大臣決定）」及び「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン（平成２６年８月文部科学大臣決定）」に基づき、新たに、機構全職員

を対象とした「コンプライアンス教育」研修を実施（平成３０年９月）した。 

また、機構が研究機関として、競争的資金の受け入れを可能とし、倫理上の問題が生じるお

それのある調査研究を行う場合に調査研究倫理審査を行うため、以下の規程等を整備した。 

      （規 程） 

        独立行政法人教職員支援機構における研究活動上の不正行為に関する取扱規程 

独立行政法人教職員支援機構調査研究倫理審査委員会規程の制定 

      （基本方針・行動規範等） 

        独立行政法人教職員支援機構における公的研究費の不正使用防止に係る基本方針 

        独立行政法人教職員支援機構における公的研究費の使用に関する行動規範 

        独立行政法人教職員支援機構における研究活動に係る行動規範 

        独立行政法人教職員支援機構における公的研究費の不正防止計画 

         独立行政法人教職員支援機構における研究データの保存等に関するガイドライン 

        独立行政法人教職員支援機構研究倫理教育実施要領 

   

（２）監査の実施 

   機構における業務及び会計の適正を期するため、以下の監査を実施した。 

① 監事監査 

監事監査については、以下の項目について平成３０年度監査計画に盛り込み、会計監査及び業

務監査を実施した。 

ア 業務監査 

 ・中期目標及び中期計画等に基づき実施される業務 

・理事長の意思決定の状況 

・内部統制システムの構築・運営状況 
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イ 会計監査 

・予算執行、収支及び資金運用の状況 

・月次及び年次決算の状況 

・固定資産、備品・消耗品の管理状況 

・契約の状況他 

   ウ その他 

    ・第三者機関の意見等が、業務運営に適切に反映されていることの確認 

    ・閣議決定において定められた事項の取り組み状況 

 

業務監査については、中期計画、年度計画に対する実施状況について、特に新規事業に留意し

つつ、各部・課等からの提示資料による調査、関係者からのヒアリング、さらに必要に応じ実施

監査を行うなどにより監査にあたった。会計監査については、月次監査において提示書類に基づ

き、予算執行、収支・資金運用状況、前月分収支計算書、預金残高の確認をしたほか、契約の状

況等について所要の会計書類に基づき監査を行った。 

監査において監事から指摘のあった事項については、本部事務局、つくば中央研修センター、

次世代教育推進センターで情報を共有し、関係する業務の改善に活かしている。 

 

② 監査法人による外部監査 

機構は、独立行政法人通則法第３９条に規定する会計監査人の監査を受けなければならない法

人には指定されていないが、独立行政法人会計基準等に準拠した財務諸表等を適正に記載するた

め、従前より同法律に準じて監査法人と監査契約を締結している。監査にあたっては、契約事務

の業務フローや契約決議書類の把握・確認から財務諸表等の作成に至る決算処理まで外部監査を

実施した。 

監査が終了した後、監査法人及び役員が監査報告を踏まえ、今後の業務の改善に関する意見交

換を行っている。 

 

③ 職員による内部監査 

監査室が中心となって、内部監査体制の充実を図っている。 

監査室では、平成３０年度内部監査計画に基づき、機構の業務運営及び会計処理について、適

法性、妥当性の観点から内部監査（業務監査及び会計監査）を実施した。 

会計監査においては、国立特別支援教育総合研究所、国立青少年教育振興機構、国立女性教育

会館及び当機構の４法人で進めている間接業務等の共同実施の一環として、平成３０年度は、国

立特別支援教育総合研究所の職員(１名)を監査員として受入れて実施した。 

監査において指摘を受けた事項については、適切に対応を図るとともに日々の業務の改善に活

かしている。 
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【年度計画】 

４．業務の電子化の推進及び情報セキュリティの確保 

・政府の方針等も踏まえ、情報セキュリティに関する規程及び運用手順等を整備するととも

に、これに基づき情報セキュリティ対策を講じる。 

・情報セキュリティに関する研修等を実施し、役職員等の情報セキュリティに関する意識啓発

を図る。 

・機構で利用する全ての情報システムについて、安全で適切な運用を継続して行う。 

・対策の実施状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルにより情報セキュリティ対策の改善を図る。 

 

【業務の電子化の推進及び情報セキュリティの確保】 

（１）情報システム・情報セキュリティに関する体制整備 

   最高情報セキュリティ責任者（CIO：理事）を筆頭とし、全課長及び各課システム担当者を構成

員とした「情報化・セキュリティ連絡会」を定期的に開催し、組織全体で情報共有や意識向上を図

った。また、平成３０年度に改訂された「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準

群」（平成３０年７月サイバーセキュリティ戦略本部決定）を踏まえ、情報セキュリティ関係の規

程体系の見直しや必要な運用書の整備を行うとともに、政府機関等ＨＰ通信の暗号化（https へ変

更）が義務化され、機構ホームページの対応を行った。            

 

（２）職員に対する研修の実施 

サイバー攻撃等が特に増加する時期を踏まえ、情報セキュリティに関する注意喚起を行うととも

に、全役職員を対象とした標的型メール訓練を実施し（平成３０年８月）、役職員の意識の向上を

図った。また、最新の動向等を把握するため、国が主催する研修にCIO（理事）及びCIO補佐官（総

務企画課長）等が参加するとともに、システム管理係の職員を、専門的な情報セキュリティ研修

（CSIRT 職員研修、NISC 主催の勉強会等）に参加させた。 

また、昨今のサイバー攻撃が、秘密裏に内部情報のアクセスを行い情報を搾取するものに変わっ

てきており、自組織や自身を守るため、機構全職員を対象とした研修を実施（平成３１年２月）し

た。 


